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１ 山梨大学大学院学則
制定 平成１６年 ４月 １日

改正 平成１７年 ４月 １日

平成１７年１２月 １日

平成１９年 ４月 １日

平成２０年 １月２３日

平成２０年 ３月１９日

平成２１年 ３月１８日

平成２１年１０月３０日

平成２４年 ７月２５日

第１節 総則

（目的及び使命）

第１条 山梨大学大学院（以下「大学院」という。）は、学術の理論及びその応用を教授研究

することを目的とし、学術研究を創造的に推進する優れた研究者並びに高度で専門的な知

識と能力を有する職業人を育成することを使命とする。

２ 教育学研究科修士課程は、広い視野に立って精深な学識を授け、専攻分野における研究

能力又は高度の専門性を要する職業等に必要な高度の能力を養うことを目的とする。

３ 医学工学総合教育部博士課程は、研究者として自立して研究活動を行うに必要な深い学

識と高度な研究能力及び豊かな人間性を備えた優れた研究者の育成を目的とする。

４ 医学工学総合教育部修士課程は、広い視野に立って、精深な学識を授け、専攻分野にお

ける理論と応用の研究能力又は高度の専門性を要する職業等に必要な高度の能力を養うこ

とを目的とする。

５ 教育学研究科教職大学院の課程は、地域の学校の課題に即した学校改善・授業改善の構

想力・実践力を育成するとともに、教育に関する高度の実践的専門性と教育実践を具体的

な場で創成しリードする力を育成することを目的とする。

（研究科、教育部）

第２条 大学院に次の研究科、教育部、課程及び専攻を置く。

教育学研究科

修士課程

教育支援科学専攻

教科教育専攻

教職大学院の課程

教育実践創成専攻

医学工学総合教育部

博士課程

４年博士課程

先進医療科学専攻

生体制御学専攻

３年博士課程

ヒューマンヘルスケア学専攻

人間環境医工学専攻

機能材料システム工学専攻

情報機能システム工学専攻

環境社会創生工学専攻

修士課程

医科学専攻

看護学専攻
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機械システム工学専攻

電気電子システム工学専攻

コンピュータ・メディア工学専攻

土木環境工学専攻

応用化学専攻

生命工学専攻

持続社会形成専攻

人間システム工学専攻

（研究部）

第３条 大学院に医学工学総合研究部を置く。

（定員等）

第４条 大学院の入学定員及び収容定員は、別表のとおりとする。

第２節 学年、学期及び休業日

（学年）

第５条 学年は、４月１日に始まり、翌年３月３１日に終わる。

（学期）

第６条 学年を次の２学期に分ける。

前期 ４月１日から９月３０日まで

後期 １０月１日から翌年３月３１日まで

（休業日）

第７条 学年中の定期休業日は、次のとおりとする。

(1) 日曜日

(2) 土曜日

(3) 国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定する休日

(4) 開学記念日（１０月１日）

２ 春季休業、夏季休業及び冬季休業については、別に定める。

３ 臨時の休業日については、その都度定める。

第３節 入学

（入学の時期）

第８条 入学の時期は、学年の始めとする。ただし、後期の始めに入学させることができる。

（修士課程の入学資格）

第９条 修士課程に入学することのできる者は、次の各号の一に該当する者とする。

(1) 学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第８３条に定める大学（以下「大学」という。）

を卒業した者

(2) 学校教育法第１０４条第４項の規定により学士の学位を授与された者

(3) 外国において、学校教育における１６年の課程を修了した者

(4) 外国の学校が行う通信教育における授業科目を我が国において履修することにより当

該外国の学校教育における１６年の課程を修了した者

(5) 我が国において、外国の大学の課程（その修了者が当該外国の学校教育における１６

年の課程を修了したとされるものに限る。）を有するものとして当該外国の学校教育制度

において位置付けられた教育施設であって、文部科学大臣が別に指定するものの当該課

程を修了した者
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(6) 文部科学大臣の指定した者

(7) 専修学校の専門課程（修業年限が４年以上であることその他の文部科学大臣が定める

基準を満たすものに限る。）で文部科学大臣が別に指定するものを文部科学大臣が定める

日以後に修了した者

(8) 大学に３年以上在学し、又は外国において学校教育における１５年の課程を修了し、

所定の単位を優れた成績をもって修得したものと大学院において認めた者

(9) 大学院において、個別の入学資格審査により、大学を卒業した者と同等以上の学力が

あると認めた者で、２２歳に達したもの

（教職大学院の課程の入学資格）

第９条の２ 教職大学院の課程に入学することのできる者は、教育職員免許法（昭和２４年

法律第１４７号）に定める免許状（一種）を有し、かつ前条各号のいずれかに該当する者

とする。

（４年博士課程の入学資格）

第１０条 ４年博士課程に入学することができる者は、次の各号の一に該当する者とする。

(1) 大学の医学部医学科を卒業した者

(2) 大学の歯学部を卒業した者

(3) 大学における修業年限６年の獣医学又は薬学を履修する課程を修了した者

(4) 外国において学校教育における１８年の課程（最終の課程は、医学、歯学、獣医学又

は薬学）を修了した者

(5) 外国の学校が行う通信教育における授業科目を我が国において履修することにより当

該外国の学校教育における１８年の課程（最終の課程は、医学、歯学、獣医学又は薬学

を履修する課程に限る。）を修了した者

(6) 我が国において、外国の大学の課程（その修了者が当該外国の学校教育における１８

年の課程（最終の課程は医学、歯学、獣医学又は薬学）を修了したとされるものに限る。）

を有するものとして当該外国の学校教育制度において位置付けられた教育施設であって、

文部科学大臣が別に指定するものの当該課程を修了した者

(7) 文部科学大臣の指定した者

(8) 大学（医学、歯学、獣医学又は薬学を履修する課程に限る。）に４年以上在学し、又は

外国において学校教育における１６年の課程（医学、歯学、獣医学又は薬学を履修する

課程に限る。）を修了し、大学院の定める単位を優秀な成績で修得したと認めた者

(9) 外国の学校が行う通信教育における授業科目を我が国において履修することにより当

該外国の学校教育における１６年の課程（医学、歯学、獣医学又は薬学を履修する課程

に限る。）を修了し、大学院の定める単位を優秀な成績で修得したと認めた者

(10)我が国において、外国の大学の１６年の課程（医学、歯学、獣医学又は薬学を履修す

る課程を修了したとされるものに限る。）を有するものとして当該外国の学校教育制度に

おいて位置付けられた教育施設であって、文部科学大臣が別に指定するものの当該課程

を修了し、大学院の定める単位を優秀な成績で修得したと認めた者

(11)学校教育法第１０２条第２項の規定により大学院に入学した者であって、大学院にお

いて、大学院における教育を受けるにふさわしい学力があると認めた者

(12)大学院において、個別の入学資格審査により、大学の医学部医学科を卒業した者と同

等以上の学力があると認めた者で、２４歳に達したもの

（３年博士課程の入学資格）

第１１条 ３年博士課程に入学することのできる者は、次の各号の一に該当する者とする。

(1) 修士の学位又は学校教育法第１０４条第１項に規定する専門職大学院の課程を修了し

た者に授与される文部科学大臣の定める学位（以下この条において「専門職学位」とい

う。）を有する者
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(2) 外国において、修士の学位又は専門職学位に相当する学位を授与された者

(3) 外国の学校が行う通信教育における授業科目を我が国において履修し、修士の学位又

は専門職学位に相当する学位を授与された者

(4) 我が国において、外国の大学院の課程を有するものとして当該外国の学校教育制度に

おいて位置付けられた教育施設であって、文部科学大臣が別に指定するものの当該課程

を修了し、修士の学位又は専門職学位に相当する学位を授与された者

(5) 国際連合大学本部に関する国際連合と日本国との間の協定の実施に伴う特別措置法

（昭和５１年法律第７２号）第１条第２項に規定する１９７２年１２月１１日の国際連

合決議に基づき設立された国際連合大学（以下「国際連合大学」という。）の課程を修了

し、修士の学位に相当する学位を授与された者

(6) 外国の学校、第４号の指定を受けた教育施設又は国際連合大学の教育課程を履修し、

大学院設置基準第１６条の２に規定する試験及び審査に相当するものに合格し、修士の

学位を有する者と同等以上の学力があると認められた者

(7) 文部科学大臣の指定した者

(8) 大学院において、個別の入学資格審査により、修士の学位又は専門職学位を有する者

と同等以上の学力があると認めた者で、２４歳に達したもの

（入学出願の手続）

第１２条 入学志願者は、所定の手続により、願い出なければならない。

（入学者の選考）

第１３条 入学志願者については、選考の上、当該研究科委員会、又は教育部教授会の議を

経て、学長が合格者を決定する。

２ 入学者の選考に関する必要な事項は、別に定める。

（入学手続及び入学許可）

第１４条 前条の選考に合格した者は、所定の期日までに、入学宣誓書その他指定の書類を

提出するとともに、入学料を納入しなければならない。ただし、入学料の免除及び徴収猶

予を願い出た者の入学料の納入については、この限りでない。

２ 学長は、前項の入学手続を終えた者に対し、入学を許可する。

（再入学）

第１５条 大学院を退学した者、又は第３６条第５号の規定により除籍された者が、再入学

を願い出たときは、選考の上、学期の始めに入学を許可することがある。ただし、懲戒に

よる退学者の再入学は認めない。

（転入学）

第１６条 他の大学院の学生で、大学院に転入学を志願する者については、選考の上、入学

を許可することがある。

２ 前項の規定により、転入学を志願する者は、現に在籍する大学院の研究科長、教育部長

又は学長の許可証を提出しなければならない。

（転専攻等）

第１７条 大学院（教職大学院の課程を除く。）の学生で、他の専攻及びそれに設置されるコ

ースへ転専攻、転コースを志願する者については、当該研究科委員会、又は教育部教授会

の議を経て、許可することがある。

２ 前項に関する必要な事項は、別に定める。

第４節 標準修業年限及び在学年限
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（標準修業年限）

第１８条 修士課程及び教職大学院の課程の標準修業年限は、２年とする。

２ 前項の規定にかかわらず、修士課程において、主として実務の経験を有する者に対して

教育を行う場合であって、教育研究上の必要があり、かつ、昼間と併せて夜間その他特定

の時間において授業又は研究指導を行う等の適切な方法により教育を行うコース（以下「修

士課程短期特別コース」という。）の標準修業年限は１年とする。

３ ４年博士課程の標準修業年限は、４年とする。

４ ３年博士課程の標準修業年限は、３年とする。

（在学年限）

第１９条 修士課程及び教職大学院の課程には、４年を超えて在学することができない。

２ 前項の規定にかかわらず、修士課程短期特別コースには２年を超えて在学することがで

きない。

３ ４年博士課程には８年を超えて在学することができない。

４ ３年博士課程には６年を超えて在学することができない。

５ 転入学、再入学又は転専攻を許可された者の在学年限は、所属研究科委員会、又は教育

部教授会の議を経て、学長が決定する。

（長期履修学生）

第１９条の２ 大学院（教職大学院の課程を除く。）において、職業を有している等の事情に

より、標準修業年限を超えて一定の期間にわたり計画的に教育課程を履修し卒業すること

を希望する者に対しては、教育研究に支障がない場合に限り、長期履修学生としてその計

画的な履修を認めることがある。

２ 長期履修学生の標準修業年限及び在学年限等必要な事項は、第１８条及び第１９条の規

定にかかわらず、別に定める。

第５節 教育課程及び履修方法等

（教育課程の編成方針等）

第２０条 大学院（教職大学院の課程を除く。）の教育は、その教育上の目的を達成するため

に必要な授業科目を開設するとともに、学位論文の作成等に対する指導（以下「研究指導」

という。）の計画を策定し、体系的に教育課程を編成するものとする。

２ 教職大学院の課程は、その教育上の目的を達成するため必要な授業科目を開設し、体系

的に教育課程を編成するものとする。

３ 教育課程の編成に当たっては、大学院は、専攻分野に関する高度の専門知識及び能力を

修得させるとともに、当該専攻分野に関する基礎的素養を涵養するよう適切に配慮するも

のとする。

４ 教育学研究科の授業科目、単位数及び履修方法は、山梨大学大学院教育学研究科規則（以

下「教育学研究科規則」という。）の定めるところによる。

５ 医学工学総合教育部の授業科目、単位数及び履修方法は、山梨大学大学院医学工学総合

教育部規程（以下「教育部規程」という。）の定めるところによる。

（単位の計算基準）

第２０条の２ １単位の授業科目に必要な学修の時間及び計算基準については、山梨大学学

則第２４条を準用する。

２ 一の授業科目について、講義・演習・実験・実習又は実技のうち二以上の方法の併用に

より行う場合の単位数を計算するときは、その組合せに応じ、前項により準用する規程を

考慮した時間の授業をもって１単位とする。

３ 前項に関し必要な事項は、別に定める。
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（成績評価の基準等）

第２０条の３ 教育学研究科及び医学工学総合教育部は、学生に対して授業及び研究指導の

方法及び内容並びに一年間の授業及び研究指導の計画をあらかじめ明示するものとする。

２ 教育学研究科及び医学工学総合教育部は、学修の成果及び学位論文に係る評価並びに修

了の認定に当たっては、客観性及び厳格性を確保するため、学生に対してその基準をあら

かじめ明示するとともに、当該基準に従って適切に行うものとする。

３ 前項に関し必要な事項は、別に定める。

（教育方法の特例）

第２１条 教育上特別の必要があると認められる場合には、夜間その他特定の時間又は時期

において授業又は研究指導を行う等の適当な方法により教育を行うことができる。

（他の研究科又は教育部における授業科目の履修）

第２２条 大学院（教職大学院の課程を除く。）が教育上有益と認めるときは、学生が大学院

の定めるところにより他の研究科又は教育部において履修した授業科目について修得した

単位を、当該研究科又は教育部における授業科目の履修により修得したものとみなすこと

ができる。

２ 前項に関する必要な事項は、教育学研究科規則又は教育部規程の定めるところによる。

（他の大学院における授業科目の履修）

第２３条 大学院（教職大学院の課程を除く。）が教育上有益と認めるときは、学生が大学院

の定めるところにより他の大学院（外国の大学院及び国際連合大学の教育課程を含む。）に

おいて履修した授業科目について修得した単位を、大学院における授業科目の履修により

修得したものとみなすことができる。

２ 前項に関する必要な事項は、教育学研究科規則又は教育部規程の定めるところによる。

（他の大学院等における研究指導）

第２４条 大学院（教職大学院の課程を除く。）が教育上有益と認めるときは、学生が他の大

学院又は研究所等において、必要な研究指導を受けることを認めることができる。

２ 前項に関する必要な事項は、教育学研究科規則又は教育部規程の定めるところによる。

（転専攻前の専攻で修得した授業科目の単位）

第２５条 大学院（教職大学院の課程を除く。）が教育上有益と認めるときは、転専攻を許可

された学生が転専攻前の専攻において履修した授業科目について修得した単位を、転専攻

後の専攻における授業科目の履修により修得したものとみなすことができる。

２ 前項に関する必要な事項は、別に定める。

（入学前の既修得単位の認定）

第２６条 大学院（教職大学院の課程を除く。）が教育上有益と認めるときは、学生が大学院

に入学する前に大学院又は他の大学院（外国の大学院及び国際連合大学の教育課程を含

む。）において履修した授業科目について修得した単位（大学院設置基準（昭和４９年文部

省令第２８号）第１５条に定める科目等履修生として修得した単位を含む。）を、大学院に

入学した後の大学院における授業科目の履修により修得したものとみなすことができる。

２ 前項に関する必要な事項は、教育学研究科規則又は教育部規程の定めるところによる。

（単位修得の認定等）

第２７条 各授業科目の単位修得の認定は、試験、研究報告又はその他の審査により行う。

２ 前項に関する必要な事項は、教育学研究科規則又は教育部規程の定めるところによる。
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（教育職員の免許状）

第２８条 教育職員の免許状授与の所要資格を取得しようとする者は、教育職員免許法（昭

和２４年法律第１４７号）及び教育職員免許法施行規則（昭和２９年文部省令第２６号）

に定める所要の単位を修得しなければならない。

２ 本学の大学院において前項の所要資格を取得できる教育職員の免許状の種類は、教育学

研究科規則又は教育部規程の定めるところによる。

（教育方法等に関するその他の事項）

第２９条 第２０条から第２８条に定めるもののほか、教育方法等に関する必要な事項は、

別に定める。

第６節 留学、休学、復学、転学、退学及び除籍

（留学）

第３０条 学生が他の大学院等で修学しようとするときは、所定の手続を経て留学すること

ができる。

２ 前項の規定により留学した期間は、第１８条及び第１９条の期間に算入する。ただし、

休学によって他の大学院等で学修したものは、第３７条、第３８条及び第３９条に規定す

る課程の修了要件とはならない。

（休学）

第３１条 学生が、病気その他特別の理由により２月以上修学することができないときは、

所定の手続を経て、休学することができる。

２ 病気等の理由により修学することが適当でないと認められる者に対しては、所定の手続

を経て学長は、期間を定めて休学を命ずることができる。

（休学の期間）

第３２条 休学の期間は、１年以内とする。ただし、特別の事情がある場合には、通算して、

修士課程にあっては２年、４年博士課程にあっては４年、３年博士課程にあっては３年ま

で休学を許可することがある。

２ 前項の規定にかかわらず、修士課程短期特別コースの休学の期間は、通算して、１年を

超えることはできない。

３ 休学した期間は、第１９条、第３７条、第３８条及び第３９条の期間に算入しない。

（復学）

第３３条 学生が休学期間中にその理由が消滅し、復学しようとするときは、所定の手続を

経て、学長に願い出て、復学することができる。

（転学）

第３４条 学生が、他の大学院に転学しようとするときは、所定の手続を経て、学長に願い

出て、許可を受けなければならない。

（退学）

第３５条 学生が、退学しようとするときは、所定の手続を経て、学長に願い出て、許可を

受けなければならない。

（除籍）

第３６条 学生が次の各号のいずれかに該当するときは、所属研究科委員会又は教育部教授

会の議を経て、学長は当該学生を除籍する。
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(1) 修士課程及び教職大学院の課程に４年在学して、なお第３７条に規定する課程修了の

要件を満たすことができない者

(2) 修士課程短期特別コースに２年在学して、なお、第３７条に規定する課程修了の要件

を満たすことができない者

(3) ３年博士課程に６年在学して、なお第３９条に規定する課程修了の要件を満たすこと

ができない者

(4) ４年博士課程に８年在学して、なお第３８条に規定する課程修了の要件を満たすこと

ができない者

(5) 第３２条第１項の期間を超えて、なお修学できない者

(6) 入学料の免除又は徴収猶予の申請をした者のうち、不許可になった者又は半額免除が

許可になった者及び徴収猶予が許可された者で、所定の期日までに入学料を納入しない

者

(7) 授業料の納入を怠り、督促してもなお納入しない者

(8) 長期間にわたり行方不明の者

第７節 課程の修了要件及び学位の授与

（修士課程の修了要件）

第３７条 修士課程の修了の要件は、当該課程に２年以上在学し、教育学研究科規則又は教

育部規程で定める授業科目について３０単位以上を修得し、かつ、必要な研究指導を受け

た上、当該修士課程の目的に応じ、修士論文又は特定の課題についての研究の成果の審査

及び最終試験に合格することとする。ただし、在学期間に関しては、優れた業績を上げた

者については、当該課程に１年以上在学すれば足りるものとする。

２ 前項の規定にかかわらず、修士課程短期特別コースにあっては、１年以上在学し、教育

部規程で定める授業科目について３０単位以上を修得し、かつ、必要な研究指導を受けた

上、修士論文の審査及び最終試験に合格することとする。

（教職大学院の課程の修了要件）

第３７条の２ 教職大学院の課程の修了要件は、当該課程に２年以上在学し、４６単位以上

（実習１０単位を含む。）を修得することとする。

（博士論文研究基礎力審査による修了）

第３７条の３ 大学院設置基準第４条第４項の規定により修士課程として取り扱うものとす

る課程の修了要件は、当該博士課程の目的を達成するために必要と認められる場合には、

第３７条に規定する大学院の行う修士論文又は特定の課題についての研究の成果の審査及

び最終試験に合格することに代えて、大学院が行う次に掲げる試験及び審査（この条にお

いて「博士論文研究基礎力審査」という。）に合格することとすることができる。

(1) 専攻分野に関する高度の専門的知識及び能力並びに当該専攻分野に関連する分野の基

礎的素養であって当該課程において修得し、又は涵養すべきものについての試験

(2) 博士論文に係る研究を主体的に遂行するために必要な能力であって当該課程において

修得すべきものについての審査

２ 前項に関する必要な事項は、別に定める。

（４年博士課程の修了要件）

第３８条 ４年博士課程の修了の要件は、当該課程に４年以上在学し、教育部規程に定める

授業科目について３０単位以上を修得し、かつ、必要な研究指導を受けた上、博士論文の

審査及び最終試験に合格することとする。ただし、在学期間に関しては、優れた研究業績

を上げた者については、当該課程に３年以上在学すれば足りるものとする。

（３年博士課程の修了要件）
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第３９条 ３年博士課程の修了の要件は、当該課程に３年以上在学し、教育部規程で定める

授業科目について、ヒューマンヘルスケア学専攻においては１６単位以上、他の専攻にお

いては１４単位以上を修得し、かつ、必要な研究指導を受けた上、博士論文の審査及び最

終試験に合格することとする。ただし、在学期間に関しては、優れた研究業績を上げた者

については、当該課程に１年以上在学すれば足りるものとする。

２ 前項の規定にかかわらず、第３７条第１項ただし書の規定による在学期間をもって修士

課程を修了した者の３年博士課程の修了要件については、前項ただし書中「１年」とある

のは「２年」と読み替えて、同項の規定を適用する。

（教職大学院の課程に係る連携協力校）

第３９条の２ 教職大学院の課程は、前条に規定する実習その他当該課程の教育上の目的を

達成するために、連携協力校を確保するものとする。

（学位の授与等）

第４０条 修士課程の修了を認定された者に対して、修士の学位を授与する。

２ 教職大学院の課程の修了を認定された者に対して、教職修士（専門職）の学位を授与す

る。

３ 博士課程の修了を認定された者に対して、博士の学位を授与する。

４ 前項に定める者のほか、博士の学位は、博士課程を経ない者であっても、本学に博士の

学位の授与を申請し、博士論文を提出してその審査に合格し、かつ、当該課程を修了した

者と同等以上の学力があると確認された者にも授与する。

５ 学位論文の審査及び最終試験の方法、その他学位に関し必要な事項は、山梨大学学位規

程の定めるところによる。

第８節 賞罰

（表彰）

第４１条 学生として表彰に価する行為があった場合は、学長が表彰することがある。

（懲戒）

第４２条 大学院の規則に違反し、又は学生としての本分に反する行為をした者は、所属研

究科委員会又は教育部教授会の議を経て、学長が懲戒する。

２ 前項の懲戒の種類は、退学、停学及び訓告とする。

３ 前項の退学は、次の各号の一に該当する者に対して行う。

(1) 性行不良で改善の見込みのないと認められる者

(2) 正当な理由がなくて出席常でない者

(3) 本学の秩序を乱し、その他学生としての本分に著しく反した者

４ 停学の期間は、第１８条に規定する修業年限には算入せず、第１９条に規定する在学年

限には算入する。

第９節 研究生等

（研究生）

第４３条 大学院（教職大学院の課程を除く。）において特定の専門事項について研究するこ

とを志願する者に対しては、教育研究に支障のない場合に限り、選考の上、研究生として

入学を許可することがある。

２ 研究生に関する必要な事項は、別に定める。

（科目等履修生）

第４４条 大学院（教職大学院の課程を除く。）において一又は複数の授業科目の履修を志願

する者に対しては、教育研究に支障がない場合に限り、選考の上、科目等履修生として入
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学を許可することがある。

２ 科目等履修生に関する必要な事項は、別に定める。

（特別研究学生）

第４５条 他の大学院（外国の大学院を含む。）の学生で、大学院（教職大学院の課程を除く。）

において特定の研究課題について研究指導を受けることを志願する者に対しては、当該大

学院との協議に基づき、特別研究学生として入学を許可することがある。

２ 特別研究学生に関する必要な事項は、別に定める。

（特別聴講学生）

第４６条 他の大学院（外国の大学院を含む。）の学生で、大学院（教職大学院の課程を除く。）

において特定の授業科目の履修を志願する者に対しては、当該大学院との協議に基づき、

特別聴講学生として入学を許可することがある。

２ 特別聴講学生に関する必要な事項は、別に定める。

（外国人留学生）

第４７条 日本の大学において教育を受ける目的をもって入国した外国人で、大学院（教職

大学院の課程を除く。）に学生として入学を志願する者があるときは、特別に選考の上、外

国人留学生として入学を許可することがある。

２ 日本の大学において教育を受ける目的をもって入国した外国人で、大学院（教職大学院

の課程を除く。）に研究生、科目等履修生、特別研究学生又は特別聴講学生として入学を志

願する者があるときは、教育研究に支障がない場合に限り、選考の上、外国人留学生とし

て入学を許可することがある。

３ 外国人留学生に関する必要な事項は、別に定める。

第１０節 その他

（検定料、入学料及び授業料）

第４８条 検定料、入学料及び授業料に関する規程は、別に定める。

（改正）

第４９条 この学則の改正については、経営協議会及び教育研究評議会において、出席した

委員の過半数の賛成を必要とする。

附 則

１ この学則は、平成１６年４月１日から施行する。

２ 山梨大学大学院学則（平成７年４月１日制定）、山梨医科大学大学院規則（昭和６１年４

月１日制定）及び山梨大学大学院学則（平成１４年１０月１日制定）は、廃止する。

３ 国立大学法人法（平成１５年法律第１１２号）附則第１７条の規定に基づき、山梨大学

大学院及び山梨医科大学大学院を修了するために必要であった教育課程の履修を本大学院

において行う者に係る教育課程の履修その他当該学生の教育に関し必要な事項は、別に定

める。

附 則

この学則は、平成１７年４月１日から施行する。

附 則

この学則は、平成１７年１２月１日から施行し、平成１７年９月９日から適用する。

附 則

この学則は、平成１９年４月１日から施行する。

附 則

この学則は、平成２０年１月２３日から施行する。

附 則
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１ この学則は、平成２０年４月１日から施行する。

２ 前項の規程にかかわらず、物質・生命工学専攻及び当該教育課程は、施行日前に在学

する者が在学しなくなるまでの間、存続するものとする。

３ 物質・生命工学専攻及び自然機能開発専攻の平成２０年度収容定員は、別表（第４条

関係）の規定にかかわらず、次のとおりとする。

専 攻 収 容 定 員

物質・生命工学専攻 ３０人

自然機能開発専攻 ５２人

附 則

１ この学則は、平成２１年４月１日から施行する。

２ 前項の規定にかかわらず、自然機能開発専攻及び当該教育課程は、施行日前に在学す

る者が在学しなくなるまでの間、存続するものとする。

附 則

１ この学則は、平成２２年４月１日から施行する。

２ 前項の規定にかかわらず、教育学研究科学校教育専攻、障害児教育専攻、教科教育専

攻の各専修及び教育課程は、施行日前に在学する者が在学しなくなるまでの間、存続す

るものとする。

３ 教育学研究科修士課程及び教職大学院の課程の平成２２年度収容定員は、別表（第４

条関係）の規定にかかわらず、次のとおりとする。

研 究 科 課 程 専 攻 収容定員

学校教育専攻 ６（１）

障害児教育専攻 ３

教育支援科学専攻 ６（１）

教科教育専攻 ５５（５）

修士課程

計 ７０（７）

教育学研究科

教職大学院の課程 教育実践創成専攻 １４

４ 転専攻等については、第１７条第１項の規定にかかわらず、施行日前に在学する者は、

コースを専修と読み替えるものとする。

６ 第４条に定める医学工学総合教育部博士課程の収容定員は、同条の規定にかかわらず、

次のとおりとする。

収 容 定 員
研究科 課 程 専 攻 名

平成22年度 平成23年度 平成24年度

先進医療科学専攻 ８０ ７６ ７２

生体制御学専攻 ４６ ４４ ４２
４

年
計 １２６ １２０ １１４

ヒューマンヘルスケア学専攻 １２ １２ １２

人間環境医工学専攻 ５２ ５０ ４８

機能材料システム工学専攻 ３６ ３３ ３０

情報機能システム工学専攻 ３３ ３０ ２７

環境社会創生工学専攻 ３６ ３３ ３０

３

年

計 １６９ １５８ １４７

医学工

学総合

教育部

博

士

課

程

計 ２９５ ２７８ ２６１

合 計

（７）

８７９

〔６〕

（６）

８６２

〔６〕

（６）

８４５

〔６〕
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別表（第４条関係）

（単位：人）

研究科 課 程 専攻名 入学定員 収容定員

教育支援科学専攻 ６ （１） １２ （２）

教科教育専攻 ２２ （２） ４４ （４）修士課程

計 ２８ （３） ５６ （６）

教
育
学
研
究
科

教職大学院

の課程
教育実践創成専攻 １４ ２８

医科学専攻 ２０ ４０

看護学専攻 １６ ３２

機械システム工学専攻 ３３ ６６

電気電子システム工学専攻 ２７ ５４

コンピュータ・メディア工学専攻 ３０ ６０

土木環境工学専攻 ２７ ５４

応用化学専攻 ３０ ６０

生命工学専攻 ２２ ４４

持続社会形成専攻 ３０ 〔６〕 ５４ 〔６〕

人間システム工学専攻 １８ ３６

修士課程

計 ２５３ 〔６〕 ５００ 〔６〕

先進医療科学専攻 １７ ６８

生体制御学専攻 １０ ４０４年

計 ２７ １０８

ヒューマンヘルスケア学専攻 ４ １２

人間環境医工学専攻 １６ ４８

機能材料システム工学専攻 １０ ３０

情報機能システム工学専攻 ９ ２７

環境社会創生工学専攻 １０ ３０

３年

計 ４９ １４７

医
学
工
学
総
合
教
育
部

博
士
課
程

計 ７６ ２５５

合 計 ３７１
（３）

〔６〕
８３９

（６）

〔６〕

（注）１ （ ）は外国人留学生で内数

２ 〔 〕は修士課程短期特別コースの学生で内数

附 則

この学則は、平成２４年７月２５日から施行する。
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２ 山梨大学学位規程

制定 平成１６年 ４月 １日

改正 平成１７年 ４月 １日

平成１９年 ４月 １日

平成１９年１０月 １日

平成２０年 ３月１９日

平成２１年 ３月１８日

平成２１年１０月３０日

平成２３年１１月３０日

平成２４年 ２月２２日

平成２５年 ４月２４日

（趣旨）

第１条 この規程は、学位規則（昭和２８年文部省令第９号。以下「省令」という｡）第１３

条、山梨大学学則（以下「学則」という。）第３８条第２項及び山梨大学大学院学則（以下

「大学院学則」という。）第４０条第５項の規定に基づき、山梨大学（以下「本学」という。）

が授与する学位に関し必要な事項を定めるものとする。

（学位の種類）

第２条 本学が授与する学位は、学士、修士、博士及び教職修士（専門職）とする。

２ 学士の学位に付記する専攻分野の名称は、次のとおりとする。

教育人間科学部 学士（教育）

〃 学士（教養）

医学部 学士（医学）

〃 学士（看護学）

工学部 学士（工学）

生命環境学部 学士（生命工学）

〃 学士（農学）

〃 学士（環境科学）

〃 学士（社会科学）

３ 修士の学位に付記する専攻分野の名称は、次のとおりとする。

教育学研究科修士課程 修士（教育学）

医学工学総合教育部修士課程

医科学専攻 修士（医科学）

看護学専攻 修士（看護学）

機械システム工学専攻 修士（工学）

電気電子システム工学専攻 修士（工学）

コンピュータ・メディア工学専攻 修士（工学）

土木環境工学専攻 修士（工学）

応用化学専攻 修士（工学）

生命工学専攻 修士（工学）

持続社会形成専攻 修士（工学）

〃 修士（学術）

人間システム工学専攻 修士（工学）

クリーンエネルギー特別教育プログラム 修士（工学）

ワイン科学特別教育プログラム 修士（工学）

組込み型統合システム開発教育プログラム 修士（工学）

国際流域環境科学特別教育プログラム 修士（工学）

グリーンエネルギー変換工学特別教育プログラム 修士（工学）

４ 博士の学位に付記する専攻分野の名称は、次のとおりとする。
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医学工学総合教育部博士課程

４年博士課程

先進医療科学専攻 博士（医学）

生体制御学専攻 博士（医学）

３年博士課程

ヒューマンヘルスケア学専攻 博士（看護学）

人間環境医工学専攻 博士（医科学）

〃 博士（医工学）

〃 博士（情報科学）

機能材料システム工学専攻 博士（工学）

情報機能システム工学専攻 博士（工学）

環境社会創生工学専攻 博士（工学）

〃 博士（学術）

グリーンエネルギー変換工学特別教育プログラム 博士（工学）

（学位授与の要件）

第３条 学士の学位は、本学を卒業した者に授与する。

２ 修士の学位は、本学大学院修士課程を修了した者に対し授与する。

３ 博士の学位は、本学大学院博士課程を修了した者に対し授与する。

４ 教職修士（専門職）の学位は、本学大学院教職大学院の課程を修了した者に対し授与す

る。

５ 第３項に定めるもののほか、博士の学位は、本学に学位論文を提出してその審査に合格

し、かつ、本学大学院博士課程を修了した者と同等以上の学力を有することが確認（以下

「学力の確認」という。）された者にも授与することができる。

（学位論文の中間審査）

第４条 本学大学院博士課程を修了しようとする者が学位論文の審査を申請する場合におい

て、専攻により、学位論文の提出に先立って、別に定める学位論文の中間審査を行うこと

がある。

（修士課程又は博士課程を修了しようとする者の学位論文の提出）

第５条 本学大学院修士課程又は博士課程を修了しようとする者が学位論文の審査を申請す

る場合は、別に定める期日までに、学位論文審査願に学位論文及び別に定めるその他の申

請書類を添え、教育学研究科長又は医学工学総合教育部長に提出するものとする。

（修士課程を修了しようとする者の研究成果の提出）

第５条の２ 本学大学院修士課程を修了しようとする者が、前条に規定する学位論文に代え、

山梨大学大学院学則第３７条第１項に規定する特定の課題についての研究の成果（以下「研

究成果」という。）の審査を申請する場合は、別に定める期日までに、研究成果審査願に研

究成果及び別に定めるその他の申請書類を添え、教育学研究科長又は医学工学総合教育部

長に提出するものとする。

（課程を経ない者の学位授与の申請）

第６条 第３条第５項の規定により学位の授与を申請する者は、学位論文審査願に学位論文

及び別に定めるその他の申請書類を添え、医学工学総合教育部長に提出するとともに、国

立大学法人山梨大学授業料等に関する規程第８条に規定する学位論文審査手数料を納入し

なければならない。

２ 前項の場合において、本学大学院博士課程に標準修業年限以上在学し、所定の単位を修

得して退学した者が、退学後１年以内に学位論文を提出した場合には、学位論文審査手数

料は免除する。
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（学位論文又は研究成果の提出）

第７条 提出する学位論文又は研究成果は、１編とする。ただし、参考として他の論文を添

付することができる。

２ 学位論文又は研究成果の審査のため必要があると認めるときは、提出者に対して、当該

論文の訳文、模型、標本等の資料の提出を求めることができる。

（学位論文、研究成果及び学位論文審査手数料の返付）

第８条 受理した学位論文、研究成果及び既納の学位論文審査手数料は、返付しない。

（審査の付託）

第９条 教育学研究科長は、第５条により提出された学位論文又は研究成果を受理したとき

は、その審査及び最終試験を教育学研究科委員会に付託するものとする。

２ 医学工学総合教育部長は、第５条及び第６条第１項により提出された学位論文又は研究

成果を受理したときは、その審査及び最終試験又は専攻分野に関する学力の確認を医学工

学総合教育部教授会に付託するものとする。

（審査委員）

第１０条 教育学研究科委員会及び医学工学総合教育部教授会（以下「研究科委員会等」と

いう。）は、前条の付託を受けたときは、審査する学位論文又は研究成果ごとに、審査及び

最終試験又は学力の確認を行うため、論文等審査委員会を設置する。

２ 論文等審査委員会の委員の選出等については、別に定める。

（最終試験）

第１１条 修士課程又は博士課程を修了しようとする者に対する最終試験は、学位論文又は

研究成果の審査が終わった後、その関連分野について、口答又は筆答により行うものとす

る。

（学力の確認）

第１２条 第３条第５項の規定により、学位論文を提出して学位の授与を申請した者に対す

る学力の確認は、博士課程を修了した者と同等以上の学力を有し、かつ、研究者として自

立して研究活動を行うに必要な高度の研究能力及びその基礎となる豊かな学職を有するか

否かについて、口頭又は筆答試問により行うものとする。

（学力確認の特例）

第１３条 第３条第５項の規定により、学位の授与を申請した者が、本学大学院博士課程に

標準修業年限以上在学し、所定の単位を修得した者であるときは、医学工学総合教育部教

授会で定める年限内に限り、前条の学力の確認を免除することができる。

（審査期間）

第１４条 修士課程又は博士課程を修了しようとする者の学位論文又は研究成果の審査及び

最終試験は、当該学生の在学する期間内に終了するものとする。

２ 第３条第５項の規定により、学位の授与を申請した者の審査期間は、医学工学総合教育

部長が当該学位授与の申請を受理した日から１年以内に終了するものとする。ただし、特

別の理由が生じ、医学工学総合教育部教授会が承認したときは、その期間を更に１年以内

に限り延長することができる。

（審査結果の報告）

第１５条 論文審査委員会は、学位論文又は研究成果の審査及び最終試験又は学力の確認を

終了したときは、直ちにその結果を、文書をもって当該研究科委員会等に報告しなければ

ならない。
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（学位授与の審議）

第１６条 研究科委員会等は、前条の報告に基づき学位授与の可否を審議し、議決するもの

とする。

２ 前項の議決をするには、出席委員の３分の２以上の賛成を必要とする。

（学長への報告）

第１７条 教育学研究科長又は医学工学総合教育部長は、前条第１項の議決をしたときは、

議決の結果を文書をもって学長に報告しなければならない。

（学位の授与等）

第１８条 学長は卒業を認定した者に対し、所定の学位記を授与する。

２ 学長は、前条の報告に基づき、学位の授与を決定した者には所定の学位記を授与し、学

位を授与することが適当でないとされた者には、その旨を通知するものとする。

（学位簿への登録及び学位授与の報告）

第１９条 学長は、修士又は博士の学位を授与したときは、本学の学位簿に登録する。

２ 第１８条第２項の規定により、博士の学位を授与したときは、学長は省令第１２条の定

めるところにより、文部科学大臣に報告するものとする。

（学位論文要旨等の公表）

第２０条 学長は、博士の学位を授与したときは、当該学位を授与した日から３月以内に、

学位論文の内容の要旨及び論文審査の結果の要旨をインターネットの利用により公表する

ものとする。

（学位論文の公表）

第２１条 博士の学位を授与された者は、当該博士の学位を授与された日から１年以内に、

当該博士の学位の授与に係る論文の全文を公表するものとする。ただし、当該博士の学位

を授与される前に既に公表したときは、この限りでない。

２ 前項の規定にかかわらず、博士の学位を授与された者は、やむを得ない事由がある場合

には、学長の承認を受けて、当該博士の学位の授与に係る論文の全文に代えてその内容を

要約したものを公表することができる。この場合において、学長は、その学位論文の全文

を求めに応じて閲覧に供しなければならない。

３ 前２項の規定により博士の学位論文を公表する場合には、「山梨大学審査学位論文（博

士）」又は「山梨大学審査学位論文（博士）要旨」と明記しなければならない。

（学位の名称）

第２２条 本学の修士、博士又は教職修士（専門職）の学位を授与された者が当該学位の名

称を用いるときは、「山梨大学」と付記するものとする。

（学位授与の取消）

第２３条 本学において修士、博士又は教職修士（専門職）の学位を授与された者が、不正

の方法により当該学位を受けた事実が判明したとき、又は学位の名誉を汚す行為があった

ときは、学長は当該研究科委員会等の議を経て、学位の授与を取消し、学位記を返還させ、

かつ、その旨を公表する。

２ 前項の議決をする場合には、第１６条第２項の規定を準用する。

（学位記の様式）

第２４条 学位記の様式は、別記様式のとおりとする。

（雑則）

第２５条 この規程に定めるもののほか、学位に関し必要な事項は、別に定める。
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附 則

１ この規程は、平成１６年４月１日から施行する。

２ 博士課程を経ない者に対する学位の授与は、医学工学総合教育部博士課程を修了した者

に学位を授与した後において第２条第４項の課程ごとに取り扱うものとする。

附 則

この規程は、平成１７年４月１日から施行する。

附 則

この規程は、平成１９年４月１日から施行する。

附 則

この規程は、平成１９年１０月１日から施行する。

附 則

１ この規程は、平成２０年４月１日から施行する。

２ 前項の規定にかかわらず、施行日前に物質・生命工学専攻に在学する者については、

従前の例による。

附 則

１ この規程は、平成２１年４月１日から施行する。

２ 前項の規定にかかわらず、施行日前に自然機能開発専攻に在学する者については、従

前の例による。

附 則

１ この規程は、平成２２年４月１日から施行する。

２ 前項の規定にかかわらず、施行日前に教育学研究科に在学する者については、従前の

例による。

附 則

１ この規程は、平成２４年４月１日から施行する。

２ 前項の規定にかかわらず、施行日前に教育人間科学部及び工学部に在学する者（以下

「在学者」という。）並びに平成２４年４月１日以降において在学者の属する年次に再入

学及び転入学する者については、従前の例による。

附 則

この規程は、平成２５年４月１日から施行する。

別記様式 略
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３ 山梨大学英文学位記交付要領

（趣旨）

１ この要領は、山梨大学（以下「本学」という。）において修士又は博士の学位を授与され

た者に対して、英文による学位記の副本（以下「英文学位記」という。）を交付することに

ついて定めるものである。

（英文学位記の交付）

２ 本学において修士又は博士の学位を授与された者で、英文学位記の交付を希望する者に

対して交付するものとする。

（英文学位記の様式）

３ 英文学位記の様式は、別記様式のとおりとする。

（研究科等の英文名）

４ 研究科・教育部、専攻及び学位の英文名は、別表のとおりとする。

（英文学位記の交付方法）

５ 英文学位記は、学位記と同一日付で交付するものとする。

附 記

この要領は、平成１８年１１月２１日から実施する。

別記様式及び別表 略
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４ 山梨大学大学院研究生規程
制定 平成１６年４月１日

（趣旨）

第１条 この規程は、山梨大学大学院学則（以下「大学院学則」という。）第４３条第２項の

規定に基づき、山梨大学大学院（以下「大学院」という。）の研究生について必要な事項を

定める。

（入学の時期）

第２条 研究生の入学の時期は、学年又は学期の始めとする。ただし、医学工学総合教育部

の次の専攻については、月の始めに入学させることができる。

修士課程 医科学専攻

看護学専攻

４年博士課程 先進医療科学専攻

生体制御学専攻

３年博士課程 ヒューマンヘルスケア学専攻

人間環境医工学専攻（生体環境学コース）

（入学資格）

第３条 修士課程の研究生として入学することのできる者は、大学院学則第９条の規定に該

当する者とする。

２ 医学工学総合教育部４年博士課程の研究生として入学することのできる者は、大学院学

則第１０条の規定に該当する者とする。

３ 医学工学総合教育部３年博士課程の研究生として入学することのできる者は、大学院学

則第１１条の規定に該当する者とする。

（入学の出願）

第４条 研究生として入学を志願しようとする者は、指導を受けようとする教員（以下「指

導教員」という。）の承諾を得て、所定の期間内に次の各号に掲げる書類に検定料を添えて、

教育学研究科又は医学工学総合教育部の長に願い出るものとする。

(1) 入学願書（所定の様式）

(2) 履歴書

(3) 最終学校の卒業証明書又は修了証明書

(5) 健康診断書

(6) 推薦書（学校、企業等に勤務している者にあっては、その所属長の承認書）

(7) その他大学院が必要と認める書類

２ 外国人は、前項に掲げる書類のほか、在留資格を証明できる書類を提出するものとする。

ただし、国内に在留していない者は、入学後提出するものとする。

（入学者の選考）

第５条 研究生の選考は、それぞれ次の委員会又は教授会が行う。

教育学研究科

教育学研究科委員会

医学工学総合教育部

医学工学総合教育部教授会

（入学手続及び入学許可）

第６条 前条の規定により、研究生として選考された者は、所定の期日までに入学料及び授

業料を納入するとともに、入学に必要な書類を提出しなければならない。
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２ 学長は、前項の入学手続を完了した者に入学を許可する。

（研究期間）

第７条 研究生の研究期間は、１年以内とする。ただし、第２条ただし書きの規定により入

学した者については、入学年度を超えないものとする。

２ 研究期間が満了しても、なお引き続き研究に従事することを希望する者は、指導教員の

承諾を得て、教育学研究科又は医学工学総合教育部の長を経由し学長に願い出るものとす

る。

（退学）

第８条 研究生は、中途で退学しようとするときは、指導教員の承諾を得た後、教育学研究

科委員会又は医学工学総合教育部教授会の議を経て学長の許可を受けなければならない。

（検定料等）

第９条 検定料、入学料及び授業料に関し必要な事項は、別に定める。

２ 納入した検定料、入学料及び授業料は返還しない。

３ 研究に要する経費は、研究生の負担とすることがある。

（証明書の交付）

第１０条 教育学研究科又は医学工学総合教育部の長は、指導教員の認定により研究証明書

を交付することができる。

（除籍）

第１１条 学長は、指導教員が研究生として適当でないと認めた場合は、教育学研究科委員

会又は医学工学総合教育部教授会の議を経て、これを除籍することができる。

（諸規則等の準用）

第１２条 この規程に定めるもののほか、大学院学則その他学内諸規則の学生に関する規程

は、研究生にこれを準用する。

附 則

この規程は、平成１６年４月１日から施行する。
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５ 山梨大学大学院科目等履修生規程
制定 平成１６年４月１日

（趣旨）

第１条 この規程は、山梨大学大学院学則第４４条第２項の規定に基づき、山梨大学大学院

（以下「大学院」という。）の科目等履修生について必要な事項を定める。

（入学の時期）

第２条 科目等履修生の入学の時期は、学年又は学期の始めとする。

（入学資格）

第３条 修士課程の科目等履修生として入学することのできる者は、大学院学則第９条の規

定に該当する者とする。

２ 医学工学総合教育部４年博士課程の科目等履修生として入学することのできる者は、大

学院学則第１０条の規定に該当する者とする。

３ 医学工学総合教育部３年博士課程の科目等履修生として入学することのできる者は、大

学院学則第１１条の規定に該当する者とする。

（入学の出願）

第４条 科目等履修生として入学を志願する者は、あらかじめ授業科目担当教員（以下「授

業科目担当教員」という。）の承諾を得て、所定の期間内に次の各号に掲げる書類に検定料

を添えて、教育学研究科又は医学工学総合教育部の長に願い出るものとする。

(1) 入学願書（所定の様式）

(2) 履歴書

(3) 最終学校の卒業証明書又は修了証明書

(4) 最終学校の成績証明書

(5) 健康診断書

(6) 推薦書（学校、企業等に勤務している者にあっては、所属長の承認書）

(7) その他大学院が必要と認める書類

２ 外国人は、前項に掲げる書類のほか、在留資格を証明できる書類を提出するものとする。

ただし、国内に在留していない者は、入学後提出するものとする。

（入学者の選考）

第５条 科目等履修生の選考は、それぞれ次の委員会又は教授会が行う。

教育学研究科

教育学研究科委員会

医学工学総合教育部

医学工学総合教育部教授会

（入学の手続及び入学許可）

第６条 前条の規定により、科目等履修生として選考された者は、所定の期日までに入学料

及び授業料を納入するとともに、入学に必要な書類を提出しなければならない。

２ 学長は、前項の入学手続を完了した者に入学を許可する。

（履修期間）

第７条 科目等履修生の履修期間は、入学日の属する年度内とする。

（履修科目の制限）

第８条 科目等履修生が１年以内に修得できる単位数は、次のとおりとする。
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(1) 教育学研究科及び医学工学総合教育部修士課程にあっては２０単位以内。ただし、医

科学専攻及び看護学専攻にあっては１０単位以内

(2) 医学工学総合教育部４年博士課程にあっては１０単位以内

(3) 医学工学総合教育部３年博士課程にあっては８単位以内

（検定料等）

第９条 検定料、入学料及び授業料に関し必要な事項は、別に定める。

２ 納入した検定料、入学料及び授業料は返還しない。

（証明書の交付）

第１０条 教育学研究科又は医学工学総合教育部の長は、科目等履修生が所定の期間履修し、

単位を修得した科目について証明書を交付する。

（除籍）

第１１条 学長は、授業科目担当教員が科目等履修生として適当でないと認めた場合は、教

育学研究科委員会又は医学工学総合教育部教授会の議を経て、これを除籍する。

（学則等の準用）

第１２条 この規程に定めるもののほか、大学院学則その他学内諸規則の学生に関する規程

は、科目等履修生にこれを準用する。

附 則

この規程は、平成１６年４月１日から施行する。
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６ 山梨大学外国人留学生規則
制定 平成１６年４月１日

（趣旨）

第１条 この規則は、山梨大学学則（以下「学則」という。）第４４条第２項及び山梨大学大

学院学則（以下「大学院学則」という。）第４７条第３項の規程に基づき、外国人留学生に

関する必要な事項を定めるものとする。

（定義）

第２条 外国人留学生とは、出入国管理及び難民認定法（昭和２６年政令第３１９号）別表

第１に定める「留学」の在留資格により、本学に入学を許可された者をいう。

（区分）

第３条 外国人留学生の区分は、次のとおりとする。

(1) 学部学生

(2) 大学院学生

(3) 専攻科学生

(4) 研究生

(5) 科目等履修生

(6) 特別聴講学生

(7) 特別研究学生

（入学の時期）

第４条 外国人留学生の入学の時期は、原則として学年又は学期の初めとする。ただし、研

究生については、月の始めとすることができる。

（入学資格）

第５条 外国人留学生の入学資格は、第３条の区分に応じ、それぞれ学則、大学院学則、山

梨大学専攻科規則、山梨大学研究生規程、山梨大学大学院研究生規程、山梨大学科目等履

修生規程、山梨大学大学院科目等履修生規程の定めるところによる。

（入学出願の手続）

第６条 外国人留学生として入学を志願する者は、所定の書類に検定料を添え、学長に願い

出なければならない。

（合格者の選考）

第７条 合格者の選考は、学力、人物、健康等のほか、修学に必要な語学力について行う。

２ 前項の選考結果による合格者の決定は、当該学部の教授会又は研究科委員会の議を経て、

学長が行う。

（国費外国人留学生及び外国政府派遣留学生の受入れ）

第８条 国費外国人留学生及び外国政府派遣留学生の受入れについては、第６条及び第７条

の規定にかかわらず、文部科学省からの依頼に基づき、当該学部又は研究科委員会の議を

経て学長が決定する。

（特別聴講学生及び特別研究学生の受入れ）

第９条 特別聴講学生及び特別研究学生の受入れについては、第６条及び第７条の規定にか

かわらず、それぞれ山梨大学学生交流規則、山梨大学大学院特別研究学生交流規則の定め

るところによる。
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（入学手続）

第１０条 第７条の選考に合格した者、第８条及び第９条の規定により受入を許可された者

は、所定の期日までに入学料及び授業料を納入するとともに、所定の書類を提出しなけれ

ばならない。

（入学許可）

第１１条 学長は、前条の入学手続を完了した者に入学を許可する。

（検定料等の特例）

第１２条 国費外国人留学生の検定料、入学料及び授業料（以下「検定料等」という。）は徴

収しない。

２ 前項のほか、授業料を不徴収とする旨の大学間交流協定、学部間交流協定を締結した外

国の大学からの外国人留学生の検定料等は徴収しない。

（学則等の準用）

第１３条 この規則に定めるもののほか、外国人留学生に関して必要な事項は、学則、大学

院学則及びその他学内規程等の学生に関する規定を準用する。

附 則

この規則は、平成１６年４月１日から実施する。
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７ 山梨大学大学院医学工学総合教育部ＧＰＡ制度に関する要項

制定 平成２４年４月１日

（目的）

第１条 この要項は、山梨大学大学院医学工学総合教育部（以下「教育部」という。）におけ

るグレードポイントアベレージ（以下「ＧＰＡ」という。）について必要な事項を定め、学

生の学習意欲を高めるとともに、厳格な成績評価と学生支援に資することを目的とする。

（定義）

第２条 「ＧＰＡ」とは、各授業科目１１段階の成績評価に対応して４～０のグレードポイ

ント（以下「ＧＰ」という。）を付与して算出する１単位当たりのＧＰ平均値をいう。

２ ＧＰＡ対象授業科目は、次の各号に掲げる授業科目とする。

(1) １００点を満点として成績評価されるすべての授業科目

(2) 山梨大学大学院学則（以下「大学院学則」という。）第２２条及び第２３条の規定に

より履修した授業科目であって、第１号の要件を満たす授業科目

(3) 大学院学則第２６条の規定により、本教育部における授業科目の履修により修得した

ものとみなされた授業科目であって、第１号の要件を満たす授業科目

３ 成績評価が点数によらない以下の科目及び未入力又は保留の授業科目については、ＧＰ

Ａの対象から除く。

(1) 合格か不合格かだけを判定する授業科目

(2) 転入学した際の単位認定科目

(3) 本学入学前に修得した単位認定科目

(4) 他の大学院等との単位互換等で修得した科目

（成績評価およびＧＰ）

第３条 教育部で定める成績評価並びにＧＰは、次のとおりとする。

（1）Ｓ （９５～１００） ＧＰ＝４.０

（2）Ｓ－ （９０～９４） ＧＰ＝３.７

（3）Ａ＋ （８７～８９） ＧＰ＝３.３

（4）Ａ （８３～８６） ＧＰ＝３.０

（5）Ａ－ （８０～８２） ＧＰ＝２.７

（6）Ｂ＋ （７７～７９） ＧＰ＝２.３

（7）Ｂ （７３～７６） ＧＰ＝２.０

（8）Ｂ－ （７０～７２） ＧＰ＝１.７

（9）Ｃ （６６～６９） ＧＰ＝１.３

（10）Ｃ－ （６０～６５） ＧＰ＝１.０

（11）Ｆ （０～５９及び未受験） ＧＰ＝０.０

（12）Ｎ （無資格） ＧＰ＝０.０

（13）Ｔ （認定） ＧＰ＝対象外

（14）Ｉ （未入力、保留） ＧＰ＝対象外

（ＧＰＡの種類及び計算方法）

第４条 ＧＰＡは、当該学期に履修した第２条第２項各号に定めるＧＰＡ対象科目について、

学期ＧＰＡ及び通算ＧＰＡに区分し、各区分の定める方法により計算するものとし、計算

値は小数点以下第２位を四捨五入して表記するものとする。
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(1) 学期ＧＰＡは、当該学期の授業科目ごとに得たＧＰに当該授業科目の単位数を乗じる

計算を、当該学期に成績評価を受けた授業科目分行い、その合計を当該学期に成績評価

を受けた授業科目の単位数の合計で除して算出する。

学期ＧＰＡ＝(当該授業科目のＧＰ×当該学期に履修登録した授業科目の単位数）の合計

／当該学期の成績評価を受けた授業科目の単位数の合計

(2) 通算ＧＰＡは、入学時からの現在の学期までの授業科目ごとに得たＧＰに、当該授業

科目の単位数を乗じる計算を、入学時からの現在の学期までに成績評価を受けた授業科

目分行い、その合計を入学時からの現在の学期までに成績評価を受けた授業科目の単位

数の合計で除して算出する。

通算ＧＰＡ＝(入学時からの当該授業科目のＧＰ×履修登録した授業科目の単位数）の合

計／入学時から成績評価を受けた授業科目の単位数の合計

（ＧＰＡ計算期日）

第５条 ＧＰＡの計算は、学期ごとに指定された期日（以下「ＧＰＡ計算期日」という。）ま

でに確定した成績に基づいて行う。

２ 第３条第１４号に規定する成績の保留又は追試験等のため期日までに成績が確定してい

ない科目については、計算上は履修していないものとして取扱う。

３ ＧＰＡ計算期日は、原則として前期にあっては９月１日、後期にあっては３月１０日と

する。

（履修の取り消し）

第６条 一度履修登録した科目であっても、受講目的が達成されないなどの理由により履修

を取り消すことができる。

２ 履修の取り消しは、別に定める履修取り消し期間に行うことができる。ただし、履修取

り消し期間内に手続を行なわない場合は、当初申請した履修科目が成績評価の対象となる。

３ 前項の規定にかかわらず、病気・事故等やむを得ない事情による場合は、履修取り消し

期間以降においても履修を取り消すことができる。

４ 履修登録修正期限までに履修登録を取り消した場合を除き、履修を放棄した科目の成績

は第３条第１２号に規定する無資格として扱う。

（再履修等における授業科目の取扱い）

第７条 不合格（Ｆ又はＮ ＧＰ＝０）と評価され、後に再履修等によって合格となった場

合は、不合格の成績評価と新たな成績評価を併記して記録する。

（ＧＰＡの通知及び記載）

第８条 ＧＰＡの学生への通知は、学期ＧＰＡ及び通算ＧＰＡを記載した修得単位通知書に

より行う。

２ 学期ＧＰＡ及び通算ＧＰＡは、成績証明書及び成績原簿に記載する。

（ＧＰＡデータの提供及び活用）

第９条 本学職員が、教育活動の改善等を目的として行なう調査研究等においてＧＰＡデー

タの提供を希望する場合は、別紙申請書により、大学教育研究開発センター長に申請する

ものとする。

２ 大学教育研究開発センター長は、前項の申請理由が適当であると判断したときは、ＧＰ

Ａに係る各種資料を提供するものとする。

（経過措置）

第１０条 平成２４年３月３１日において現に在籍する者（以下「在籍者」という。）及び在

籍者の属する年次に転入学又は再入学する者についての成績証明書及び成績原簿の成績評

価の取扱いについては、各領域の規定によるものとする。また、成績証明書には、学期Ｇ
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ＰＡ及び通算ＧＰＡの記載は行わないものとする。

（その他）

第１１条 この要項に定めるもののほか、ＧＰＡに関し必要な事項は、別に定める。

附 記

この要項は、平成２４年４月１日から実施する。
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８ 山梨大学大学院医学工学総合教育部規程
制定 平成１６年 ４月 １日

改正 平成１９年 ４月 １日

改正 平成２０年 ４月 １日

改正 平成２１年 ４月 １日

改正 平成２４年 ４月 １日

改正 平成２５年 ６月１９日

第１章 総則

（趣旨）

第１条 山梨大学大学院医学工学総合教育部（以下「教育部」という。）に関する事項は、山

梨大学大学院学則（以下「大学院学則」という。）に定めるもののほか、この規程の定める

ところによる。

第２章 修士課程

（履修基準）

第２条 修士課程の学生は、別表１に定める基準に従って所定の単位を修得しなければなら

ない。

（授業科目及び単位数）

第３条 修士課程で開講する各専攻の授業科目及び単位数は、別表２のとおりとする。

（単位の基準）

第４条 １単位の授業科目は、４５時間の学修を必要とする内容をもって構成することを標

準とし、授業の方法に応じ、当該授業の教育効果、授業時間外に必要な学修等を考慮して、

次の基準により単位を計算するものとする。

(1) 講義及び演習については、１５時間から３０時間までの範囲で、各専攻の定める時間

の授業をもって１単位とする。

(2) 研究及び実習については、３０時間から４５時間までの範囲で、各専攻の定める時間

の授業をもって１単位とする。

２ 前項の規定にかかわらず、学位論文の作成に関する特別研究等の授業科目において、こ

れらの学修の成果を評価して単位を授与することが適切と認められる場合には、これらに

必要な学修等を考慮して、単位数を定めることができる。

（指導教員）

第５条 医学工学総合教育部教授会（以下「教授会」という。）は修士課程の学生に対して、

修士の学位論文の作成等に対する研究指導（以下「研究指導」という。）を行う教員（以下

「指導教員」という。）を定める。

２ 前項の研究指導は、主指導教員と副指導教員からなる教員の組織（以下「指導教員グル

ープ」という。）を定めて行うことができる。

３ 指導教員グループについては、別に定める。

（転専攻）

第６条 大学院学則第１７条の規定により、修士課程の学生で、転専攻を志願する者は、医

学工学総合教育部長（以下「教育部長」という。）に転専攻願を提出し、教授会の承認を得

るものとする。

２ 他の研究科に転専攻を志願する者は、教授会の承認を得た後、他の研究科に願い出るも



- 29 -

のとする。

３ 転専攻の時期は、原則として年度の始めとし、願い出は２ヶ月前までに行うものとする。

４ 転専攻を願い出る場合は、現に在籍する専攻の指導教員及び転専攻先の指導教員の承認

を得なければならない。

５ 転専攻をした場合の在学期間は、教授会が定める。

６ 大学院学則第２５条の規定による授業科目の単位の認定は、各専攻が行う。

（他の研究科及び他の大学院における授業科目の履修）

第７条 大学院学則第２２条及び第２３条の規定により履修した授業科目について修得した

単位は、合わせて１０単位を限度として第２条に規定する単位として認めることができる。

（他の専攻及び学部における授業科目の履修）

第８条 指導教員が特に必要と認めるものに限り、他の専攻の授業科目を当該科目担当教員

の承認を得て履修することができる。この場合において、履修した単位は８単位まで第２

条に規定する単位数に含ませることができる。

２ 指導教員が特に必要と認めるものに限り、学部の課程による授業科目を当該科目担当教

員の承認を得て履修することができる。

３ 前項及び前条の規定により修得した単位は、教授会の議に基づき、合わせて１０単位ま

で第２条に規定する単位として認めることができる。

（他の大学院等における研究指導）

第９条 大学院学則第２４条の規定により、学生が他の大学院又は研究所等（以下「他の大

学院等」という。）において研究指導を受けることを認める場合は、当該大学院との協議に

基づき教授会の承認を得なければならない。ただし、この期間は１年を超えないものとす

る。

２ 前項の規定により受けた研究指導は、修士課程において受けたものの一部とみなすこと

ができる。

（入学前の既修得単位の認定）

第１０条 大学院学則第２６条の規定により、入学前に修得した単位は、教授会の議に基づ

き１０単位を超えない範囲で第２条に規定する単位数に含ませることができる。

（転入学による既修得単位の認定）

第１１条 他の大学院からの転入学を許可された学生の既修得単位の認定は、教授会が行う。

（履修申告）

第１２条 学生は、履修しようとする授業科目を、指定された期間内に、所定の様式により

届け出るものとする。

２ 他の専攻の授業科目を履修しようとするときは、事前に指導教員及び当該科目担当教員

の承認を受けなければならない。

３ 他の研究科の授業科目を履修しようとするときは、事前に指導教員及び当該科目担当教

員の承認を受け、教育部長及び他の研究科長の許可を受けなければならない。

４ 他の大学院（外国の大学院を含む。）の授業科目を履修しようとするときは、指導教員の

承認を受けた上、山梨大学学生交流規則の定めるところにより学長の許可を受けなければ

ならない。

５ 学部の課程による授業科目を履修しようとするときは、事前に指導教員及び当該科目担

当教員の承認を受け、当該学部長の許可を受けなければならない。

６ 学年の始期が異なる外国の大学院に留学していたため、規定する手続ができなかった者

は、当該授業科目の担当教員の承認を受けて、留学前に履修申告した授業科目を帰国後、

引き続いて履修することができる。
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（単位修得の認定）

第１３条 単位修得の認定は、授業科目の担当教員が、試験又は研究報告の審査の成績によ

り行う。ただし、研究については、特に試験又は研究報告の審査以外の方法で、これに代

えることができる。

（成績）

第１４条 試験又は研究報告の審査の成績は、１００点を満点とする点数により表示し、６０

点以上を合格とする。

２ 前項の素点の成績を評語をもって表すときは、次のとおりとする。

(1) Ｓ ９５～１００点

(2) Ｓ- ９０～ ９４点

(3) Ａ+ ８７～ ８９点

(4) Ａ ８３～ ８６点

(5) Ａ- ８０～ ８２点

(6) Ｂ+ ７７～ ７９点

(7) Ｂ ７３～ ７６点

(8) Ｂ- ７０～ ７２点

(9) Ｃ ６６～ ６９点

(10) Ｃ- ６０～ ６５点

(11) Ｆ ０～５９点及び未受験

（修士の学位論文又は研究成果）

第１５条 修士課程の学生は、修士の学位論文又は研究成果を指導教員の承認を得て、教育

部長に提出しなければならない。ただし、大学院学則第３７条の３に規定する博士論文研

究基礎力審査を申請しようとする者については、この限りでない。

２ 学位論文又は研究成果は、所定の単位数を修得した者でなければ提出することができな

い。

（博士論文研究基礎力審査）

第１５条の２ 前条ただし書中の博士論文研究基礎力審査を申請しようとする者は、指導教

員の承認を得て、教育部長に願い出なければならない。

２ 博士論文研究基礎力審査は、所定の単位数を修得した者でなければ願い出ることができ

ない。

（最終試験）

第１６条 修士課程の最終試験を受験することができる者は、修士の学位論文又は研究成果

の審査を終了した者でなければならない。

（博士課程への進学）

第１７条 本学の修士課程を修了し、引き続き本学の博士課程に進学しようとする者につい

ては、選考の上、進学を許可する。

２ 前項の規定により博士課程に進学しようとする者は、博士課程において指導を受けよう

とする教員の承認を得た上、進学願書を教育部長に提出しなければならない。

３ 教育部長は、進学願書を受け付けたときは、博士課程の各専攻に選考を付託するものと

する。

４ 博士課程の各専攻は、進学の選考が終了したときは、その結果を各領域委員会に報告す

るものとする。

５ 博士課程の各領域委員会は、前項の報告に基づいて進学を承認するものとする。
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（教育職員免許状取得）

第１８条 教育職員免許法による免許状を取得しようとする者は、同法に定める単位を修得

しなければならない。

２ 修士課程において、教員の免許状の所要資格を取得できる専攻は次に掲げる専攻とし、

取得できる教員の免許状の種類は、次のとおりとする。

(1) 高等学校教諭専修免許状（工業）

機械システム工学専攻

電気電子システム工学専攻

土木環境工学専攻

応用化学専攻

生命工学専攻

人間システム工学専攻

(2) 高等学校教諭専修免許状（情報）

コンピュータ・メディア工学専攻

３ 第１項に定める単位は、別表３に掲げる授業科目のうちから修得するものとする。

第３章 博士課程

（履修基準）

第１９条 博士課程の学生は、別表４に定める基準に従って、所定の単位を修得しなければ

ならない。

（授業科目及び単位数）

第２０条 博士課程で開講する専攻別の授業科目及び単位数は、別表５のとおりとする。

（単位の基準）

第２１条 １単位の授業科目は、４５時間の学修を必要とする内容をもって構成することを

標準とし、授業の方法に応じ、当該授業の教育効果、授業時間外に必要な学修等を考慮し

て、次の基準により単位を計算するものとする。

(1) 講義及び演習については、１５時間から３０時間までの範囲で、各専攻の定める時間

の授業をもって１単位とする。

(2) フィールド・リサーチ、実験及び研究については、３０時間から４５時間までの範囲

で、各専攻の定める時間の授業をもって１単位とする。

２ 前項の規定にかかわらず、学位論文の作成に関する特別研究等の授業科目において、こ

れらの学修の成果を評価して単位を授与することが適切と認められる場合には、これらに

必要な学修等を考慮して、単位数を定めることができる。

（指導教員）

第２２条 教授会は博士課程の学生に対して、博士の学位論文の作成等に対する研究指導（以

下「研究指導」という。）を行う教員（以下「指導教員」という。）を定める。

２ 前項の研究指導は、指導教員グループを定めて行うことができる。

３ 指導教員及び指導教員グループについては、別に定める。

（転専攻）

第２３条 大学院学則第１７条の規定により、博士課程の学生で、転専攻を志願する者は、

教育部長に転専攻願を提出し、教授会の承認を得るものとする。

２ 他の研究科に転専攻を志願する者は、教授会の承認を得た後、他の研究科に願い出るも

のとする。

３ 転専攻の時期は、原則として年度の始めとし、願い出は２ヶ月前までに行うものとする。

４ 転専攻を願い出る場合は、現に在籍する専攻の指導教員及び転専攻先の指導教員の承認
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を得なければならない。

５ ３年博士課程の専攻から４年博士課程の専攻に転専攻した場合の修了要件は、大学院学

則第３８条の規定によるものとする。

６ ４年博士課程の専攻から３年博士課程の専攻に転専攻した場合の修了要件は、大学院学

則第３９条の規定によるものとする。

７ ３年博士課程の専攻から３年博士課程の異なる修了要件の専攻に転専攻した場合は、転

専攻後の専攻の修了要件によるものとする。

８ 前３項の場合における在学期間は、教授会が定める。

９ 大学院学則第２５条の規定による授業科目の単位の認定は、各専攻が行う。

（他の研究科及び他の大学院における授業科目の履修）

第２４条 大学院学則第２２条及び第２３条の規定により履修した授業科目について修得し

た単位は、合わせて１０単位を限度として第１９条に規定する単位として認めることがで

きる。

（他の専攻及び修士課程の授業科目の履修）

第２５条 指導教員が特に必要と認めるものに限り、他の専攻の授業科目を当該科目担当教

員の承認を得て履修することができる。この場合において、履修した単位は８単位まで第

１９条に規定する単位数に含ませることができる。

２ 指導教員が特に必要と認めるものに限り、修士課程による授業科目を当該科目担当教員

の承認を得て履修することができる。この場合において、履修した単位は２単位まで第１９

条に規定する単位数に含ませることができる。

３ 前項及び前条の規定により修得した単位は、教授会の議に基づき、合わせて１０単位ま

で第１９条に規定する単位として認めることができる。

（他の大学院等における研究指導）

第２６条 教育部は大学院学則第２４条の規定により、学生が他の大学院において研究指導

を受けることを認める場合は、当該大学院との協議に基づき教授会の承認を得なければな

らない。

２ 前項の規定により受けた研究指導は、博士課程において受けたものの一部とみなすこと

ができる。

（入学前の既修得単位の認定）

第２７条 大学院学則第２６条の規定により、入学前に修得した単位は、教授会の議に基づ

き１０単位を超えない範囲で第１９条に規定する単位数に含ませることができる。

（転入学による既修得単位の認定）

第２８条 他の大学院からの転入学を許可された学生の既修得単位の認定は、教授会が行う。

（履修申告）

第２９条 学生は、履修しようとする授業科目を、指定された期間内に、所定の様式により

届け出るものとする。

２ 他の専攻の授業科目を履修しようとするときは、事前に指導教員及び当該科目担当教員

の承認を受けなければならない。

３ 他の研究科の授業科目を履修しようとするときは、事前に指導教員及び当該科目担当教

員の承認を受け、教育部長及び他の研究科長の許可を受けなければならない。

４ 他の大学院（外国の大学院を含む。）の授業科目を履修しようとするときは、指導教員の

承認を受けた上、山梨大学学生交流規則の定めるところにより学長の許可を受けなければ

ならない。

５ 修士課程による授業科目を履修しようとするときは、事前に指導教員及び当該科目担当
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教員の承認を受け、教育部長の許可を受けなければならない。

６ 学年の始期が異なる外国の大学院に留学していたため、規定する手続ができなかった者

は、当該授業科目の担当教員の承認を受けて、留学前に履修申告した授業科目を帰国後、

引き続いて履修することができる。

（単位修得の認定）

第３０条 単位修得の認定は、授業科目の担当教員が、試験又は研究報告の審査の成績によ

り行う。

（成績）

第３１条 試験又は研究報告の審査の成績は、１００点を満点とする点数により表示し、６０

点以上を合格とする。

２ 前項の素点の成績を評語をもって表すときは、次のとおりとする。

(1) Ｓ ９５～１００点

(2) Ｓ- ９０～ ９４点

(3) Ａ+ ８７～ ８９点

(4) Ａ ８３～ ８６点

(5) Ａ- ８０～ ８２点

(6) Ｂ+ ７７～ ７９点

(7) Ｂ ７３～ ７６点

(8) Ｂ- ７０～ ７２点

(9) Ｃ ６６～ ６９点

(10) Ｃ- ６０～ ６５点

(11) Ｆ ０～５９点及び未受験

（博士の学位論文）

第３２条 博士課程の学生は、博士の学位論文を指導教員又は指導教員グループの承認を得

て、教育部長に提出しなければならない。

２ 学位論文は、所定の単位数を修得した者でなければ提出することができない。

（最終試験）

第３３条 博士課程の最終試験を受験することができる者は、博士の学位論文の審査を終了

した者でなければならない。

第４章 雑則

（その他の事項）

第３４条 この規程に定めるもののほか、必要な事項は別に定める。

附 則

１ この規程は、平成１６年４月１日から施行する。

２ 山梨大学大学院医学工学総合教育部規程(平成１５年４月１日制定)は、廃止する。

３ 平成１６年３月３１日に在学する者については、なお従前の山梨大学大学院医学工学総

合教育部規程による。

附 則

この規程は、平成１９年４月１日から施行する。

附 則

この規程は、平成２０年４月１日から施行する。

附 則

この規程は、平成２１年４月１日から施行する。

附 則
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この規程は、平成２４年４月１日から施行する。

附 則

この規程は、平成２５年６月１９日から施行し、平成２４年度入学生から適用する。
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別表１（山梨大学大学院医学工学総合教育部規程第２条関係）

大学院医学工学総合教育部修士課程履修基準表

・【医科学専攻】、【看護学専攻】 省略

専 攻 名 必修・選択の別 授業区分 必要単位数

演 習 ４単位
必 修

研 究 １０単位

講 義
選 択

インターンシップ
１６単位以上

機 械 シ ス テ ム 工 学 専 攻

電気電子システム工学専攻

土 木 環 境 工 学 専 攻

応 用 化 学 専 攻

生 命 工 学 専 攻

（ワイン科学コースを除く） 合 計 ３０単位以上

専 攻 名 必修・選択の別 授業区分 必要単位数

演 習 ４単位
必 修

研 究 １０単位

選択必修 講 義 ８単位

講 義
選 択

インターンシップ
８単位以上

コンピュータ・メディア工学専攻

合 計 ３０単位以上

専 攻 名 必修・選択の別 授業区分 必要単位数

講 義 ６単位

実 習 １単位

演 習 ４単位

研 究 １０単位

必 修

インターンシップ ２単位

選 択 講 義 ７単位以上

生 命 工 学 専 攻

（ ワ イ ン 科 学 コ ー ス ）

合 計 ３０単位以上

専 攻 名 必修・選択の別 授業区分 必要単位数

講 義 ２単位

演 習 ４単位必 修

研 究 １０単位

選択必修 講 義 ８単位

講 義
選 択

インターンシップ
６単位以上

持 続 社 会 形 成 専 攻

合 計 ３０単位以上
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専 攻 名 必修・選択の別 授業区分 必要単位数

演 習 ４単位

研 究 １０単位必 修

特 論 ４単位

講 義
選 択

インターンシップ
１２単位以上

人 間 シ ス テ ム 工 学 専 攻

合 計 ３０単位以上

専 攻 名 必修・選択の別 授業区分 必要単位数

演 習 ４単位

研 究 １０単位必 修

インターンシップ ２単位

選択必修 講 義 ４単位

選 択 講 義 １０単位以上

ク リ ー ン エ ネ ル ギ ー

特 別 教 育 プ ロ グ ラ ム

合 計 ３０単位以上

専 攻 名 必修・選択の別 授業区分 必要単位数

講 義 ６単位

実 習 １単位

演 習 ４単位
必 修

研 究 １０単位

講 義
選 択

インターンシップ
９単位以上

ワイン科学特別教育プログラム

合 計 ３０単位以上

専 攻 名 必修・選択の別 授業区分 必要単位数

講 義 ６単位

演 習 ４単位必 修

開発研究 １０単位

講 義
選 択

インターンシップ
１０単位以上

組 込 み 型 統 合 シ ス テ ム

開 発 教 育 プ ロ グ ラ ム

合 計 ３０単位以上
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専 攻 名 必修・選択の別 授業区分 必要単位数

講 義 １１単位

演 習 ４単位必 修

研 究 １０単位

選択必修 講 義 ２単位

講 義
選 択

インターンシップ
３単位以上

国 際 流 域 環 境 科 学

特 別 教 育 プ ロ グ ラ ム

合 計 ３０単位以上

専 攻 名 必修・選択の別 授業区分 必要単位数

講 義 ３単位

演 習 ２単位

研 究 １０単位
必 修

インターンシップ ２単位

選択必修 講 義 ８単位

選 択 講 義 ５単位以上

グリーンエネルギー変換工学

特 別 教 育 プ ロ グ ラ ム

合 計 ３０単位以上

※（注）別表２に特別な指定がある場合は、これに従い上記の単位を履修すること。
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別表２（山梨大学大学院医学工学総合教育部規程第３条関係）

修 士 課 程

・【医科学専攻】、【看護学専攻】 省略

機械システム工学専攻

科目番号 授 業 科 目 単位数 備 考

３２１０２０

３２１０４１

３２１０５０

３２１０５５

３２１０８０

３２１０８１

３２１０９０

３２１０９５

３２１１０２

３２１１１０

３２１１２０

３２１１５０

３２１１８１

３２１１９１

３２１２００

３２１２２１

３２１２５６

３２１２５８

３２１２５９

３２０１００

３２１２７１

３２１２７２

３２１２７３

３２１２８１

３２１２８２

３２１２９１

３２１２９２

３２１３０１

３２１３０２

３２１３１１

３２１３１２

振動騒音制御特論

バイオメカニクス特論

伝熱工学特論

熱エネルギー工学特論

粘性流体特論

数値流体力学特論

表面改質特論

光システム工学特論

材料物性物理特論

材料工学特論

塑性加工学特論

精密加工学特論

デジタル制御工学特論

アクチュエータ工学特論

ロボット工学特論

計測工学特論

ロバスト制御特論

動的システム特論

車両運動力学特論

技術経営システム特論

インターンシップ

研究発表特論Ⅰ

研究発表特論Ⅱ

機械システム工学演習第一Ａ

機械システム工学演習第一Ｂ

機械システム工学演習第二Ａ

機械システム工学演習第二Ｂ

機械システム工学研究第一Ａ

機械システム工学研究第一Ｂ

機械システム工学研究第二Ａ

機械システム工学研究第二Ｂ

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

１

１

１

１

２

２

３

３

●

●

●

●

●

●

●

●

（注）備考欄中の●印は必修科目で、その全ての単位を修得しなければならない
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電気電子システム工学専攻

科目番号 授 業 科 目 単位数 備 考

３２２０１４

３２２０２４

３２２０４４

３２２０５４

３２２０６４

３２２０７４

３２２０８４

３２２０９４

３２２１１４

３２２１２４

３２２１３０

３２２１４４

３２２１５４

３２２１５５

３２２１６４

３２２３２０

３２２５００

３２２５０２

３２０１００

３２２５３０

３２２５４１

３２２５４２

３２２５５１

３２２５５２

３２２５６１

３２２５６２

３２２５７１

３２２５７２

代数学特論

解析学特論

熱統計学特論

電磁波理工学特論

光波工学特論

信号処理特論

電子回路特論

デジタル回路特論

量子デバイス特論

情報システム特論

機能デバイス工学特論

ナノデバイス工学特論

半導体デバイス工学特論

パワー半導体モジュール工学特論

通信デバイス工学特論

結晶工学特論

特別講義特論第一

特別講義特論第二

技術経営システム特論

インターンシップ

電気電子システム工学演習第一Ａ

電気電子システム工学演習第一Ｂ

電気電子システム工学演習第二Ａ

電気電子システム工学演習第二Ｂ

電気電子システム工学研究第一Ａ

電気電子システム工学研究第一Ｂ

電気電子システム工学研究第二Ａ

電気電子システム工学研究第二Ｂ

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

１

１

２

２

１

１

１

１

２

２

３

３

●

●

●

●

●

●

●

●

（注）備考欄中の●印は必修科目で、その全ての単位を修得しなければならない。
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コンピュータ･メディア工学専攻

トラック名

科目番号 授 業 科 目

単

位

数

ユ
ビ
キ
タ
ス

コ
ン
ピ
ュ
ー
テ
ィ
ン
グ

エ
ン
タ
ー
プ
ラ
イ
ズ

コ
ン
ピ
ュ
ー
テ
ィ
ン
グ

知
的
メ
デ
ィ
ア

コ
ン
ピ
ュ
ー
テ
ィ
ン
グ

備

考

３２３０２１

３２３０３４

３２３１２１

３２３１２３

３２３１３１

３２３２１１

３２３２２１

３２３２４１

３２３２５１

３２３３２１

３２３４５１

３２３３５０

３２３３５１

３２３３６０

３２３３６１

３２３３７０

３２３３７１

３２０１００

３２３５５１

３２３８１１

３２３８１２

３２３８２１

３２３８２２

３２３８３１

３２３８３２

３２３８４１

３２３８４２

情報数理セキュリティ特論

インタラクション設計特論

ソフトウェア開発工学特論

ソフトウェア設計・検証工学特論

並列分散システム特論

意味的マルチメディア処理特論

インターネット工学特論

感覚情報メディア処理特論

画像メディア処理特論

人工知能特論

言語メディア処理特論

ユビキタスコンピューティング特別講義特論 I

ユビキタスコンピューティング特別講義特論 II

エンタープライズコンピューティング特別講義特論 I

エンタープライズコンピューティング特別講義特論 II

知的メディアコンピューティング特別講義特論 I

知的メディアコンピューティング特別講義特論 II

技術経営システム特論

インターンシップ

コンピュータ･メディア工学演習第一Ａ

コンピュータ･メディア工学演習第一Ｂ

コンピュータ･メディア工学演習第二Ａ

コンピュータ･メディア工学演習第二Ｂ

コンピュータ･メディア工学研究第一Ａ

コンピュータ･メディア工学研究第一Ｂ

コンピュータ･メディア工学研究第二Ａ

コンピュータ･メディア工学研究第二Ｂ

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

１

１

１

１

１

１

２

２

１

１

１

１

２

２

３

３

◎１

○１

○１

○１

○１

◎１

○１

●

●

●

●

●

●

●

●

○２

○２

◎２

○２

◎２

○２

○２

●

●

●

●

●

●

●

●

○３

○３

○３

○３

○３

◎３

◎３

●

●

●

●

●

●

●

●

（注）

１. ●印は必修科目で、その全てを修得しなくてはならない。

２. 大学院の学生は備考中の３つのトラックの中から一つを選択し、下記の表の条件を満たすように

選択必修科目を修得しなければならない。
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（ア）選択必修その１ （トラック別の必修科目）

選択したトラック名 取得しなければならない科目

ユビキタスコンピューティング ◎１印の科目全て（４単位）

エンタープライズコンピューティング ◎２印の科目全て（４単位）

知的メディアコンピューティング ◎３印の科目全て（４単位）

（イ）選択必修その２ （トラック別の選択必修科目）

選択したトラック名 取得しなければならない科目

ユビキタスコンピューティング ○１印の科目のうち２科目４単位

エンタープライズコンピューティング ○２印の科目のうち２科目４単位

知的メディアコンピューティング ○３印の科目のうち２科目４単位

３．「選択必修その２」について４単位を超えて修得した単位は「選択」に算入する。



- 42 -

土木環境工学専攻

科目番号 授 業 科 目 単位数 備 考

３２４０１０

３２４０２０

３２４０４０

３２４０６０

３２４０７１

３２９４４５

３２９４１０

３２４１００

３２４１４０

３２４１４５

３２４１５０

３２４１５５

３２４１６０

３２４１７０

３２９４３０

３２４１９０

３２４２１０

３２４２２０

３２４２３０

３２４２３５

３２４２３６

３２０１００

３２４２５５

３２４２５６

３２４２６１

３２４２６２

３２４２７１

３２４２７２

３２４２８１

３２４２８２

３２４２９１

３２４２９２

３２４３０１

３２４３０２

構造力学特論

構造設計学特論

土質工学特論

建設材料学特論

コンクリート構造学特論

気象学特論

河川流域管理特論

防災危機管理特論

都市計画特論

環境計画特論

景観工学特論

ユニバーサルデザイン学特論

衛生工学特論

水質管理工学特論

陸水水質評価特論

物質動態論特論

環境生物学特論

水処理工学特論

環境熱学特論

環境数理解析特論

工学数理特論

技術経営システム特論

インターンシップ

土木環境工学研究特別研修

特別講義特論第一

特別講義特論第二

土木環境工学演習第一Ａ

土木環境工学演習第一Ｂ

土木環境工学演習第二Ａ

土木環境工学演習第二Ｂ

土木環境工学研究第一Ａ

土木環境工学研究第一Ｂ

土木環境工学研究第二Ａ

土木環境工学研究第二Ｂ

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

１

１

１

１

１

１

２

２

３

３

●

●

●

●

●

●

●

●

（注）備考欄中の●印は必修科目で、その全ての単位を修得しなければならない。
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応用化学専攻

科目番号 授 業 科 目 単位数 備 考

３２５５３０

３２５５４０

３２５５４５

３２５５５０

３２５５６０

３２５５７０

３２５７１５

３２５７１６

３２５５８０

３２５５９０

３２５６００

３２５６１０

３２５６２０

３２５６３０

３２５６４０

３２５６４５

３２５６６０

３２５６７０

３２５６９０

３２５７００

３２５７８０

３２５７８５

３２５７９０

３２５７３０

３２５７３１

３２５７４０

３２５８０１

３２５８０２

３２５８１１

３２５８１２

３２５８２１

３２５８２２

３２５８３１

３２５８３２

金属錯体化学特論

無機材料化学特論

物性化学特論

機能性セラミックス特論第一

機能性セラミックス特論第二

誘電体特論

エネルギー量子化学特論第一

エネルギー量子化学特論第二

高分子材料化学特論第一

高分子材料化学特論第二

有機物質化学特論第一

有機物質化学特論第二

無機機器分析特論

有機機器分析特論第一

有機機器分析特論第二

高分子合成化学特論

結晶材料工学特論

機能性材料開発特論

燃料電池設計科学特論第一

燃料電池設計科学特論第二

応用物理化学特論第一

応用物理化学特論第二

応用物理化学特論第三

研究発表特論Ⅰ

研究発表特論Ⅱ

インターンシップ

応用化学演習第一Ａ

応用化学演習第一Ｂ

応用化学演習第二Ａ

応用化学演習第二Ｂ

応用化学研究第一Ａ

応用化学研究第一Ｂ

応用化学研究第二Ａ

応用化学研究第二Ｂ

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

１

１

１

１

２

２

３

３

●

●

●

●

●

●

●

●

（注）備考欄中の●印は必修科目で，その全ての単位を修得しなければならない。
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生命工学専攻

科目番号 授 業 科 目 単位数 備 考

３２６５１５

３２６５２０

３２６５３０

３２６５４５

３２６５５５

３２６５７０

３２６５８０

３２６５９０

３２６６００

３２６６１０

３２６６２０

３２６６３０

３２６６４０

３２６６５０

３２６６６０

３２６６７０

３２６６８０

３２６６９０

３２６７００

３２６７１０

３２６７２０

３２０１００

３２６７４０

３２６７４１

３２６７５０

３２６８０１

３２６８０２

３２６８１１

３２６８１２

３２６８２１

３２６８２２

３２６８３１

３２６８３２

分子生物学特論

酵素工学特論

細胞観察法特論

構造生物学特論

構造インフォマティクス特論

生体環境論特論

生体反応特論

バイオリアクター特論

生物有機化学特論

有用微生物工学特論

植物栽培生理学特論

食品成分利用学特論

微生物資源工学特論

生物機能分析学特論

植物分子生物学特論

基礎ワイン醸造学特論

基礎ブドウ栽培学特論

基礎ワイン評価学特論Ⅰ

基礎ワイン評価学特論Ⅱ

基礎甲州ワイン学特論

基礎ワイナリー経営学特論

技術経営システム特論

研究発表特論Ⅰ

研究発表特論Ⅱ

インターンシップ

生命工学演習第一Ａ

生命工学演習第一Ｂ

生命工学演習第二Ａ

生命工学演習第二Ｂ

生命工学研究第一Ａ

生命工学研究第一Ｂ

生命工学研究第二Ａ

生命工学研究第二Ｂ

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

１

１

１

１

１

１

２

２

２

２

１

１

１

１

２

２

３

３

※

●

●

●

●

●

●

●

●

（注）

１．備考欄中の●印は必修科目で、その全ての単位を修得しなければならない。

２．ワイン科学コース（ワイン人材生涯養成拠点）については、この表に加え下表のコース特

別科目及び履修基準があり、それに従って所定の単位を併せて修得しなければならない。

３．備考欄中の※印はワイン科学コースの学生を除く。
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下表：ワイン科学コース（ワイン人材生涯養成拠点）

【コース特別科目及び履修基準】

科目番号 授 業 科 目 科目区分 単位数 備 考

３２６６７０ 基礎ワイン醸造学特論 専攻共通 １ ●

３２６６８０ 基礎ブドウ栽培学特論 専攻共通 １ ●

３２６６９０ 基礎ワイン評価学特論Ⅰ 専攻共通 １ ●

３２６７００ 基礎ワイン評価学特論Ⅱ 専攻共通 １ ●

３２６７１０ 基礎甲州ワイン学特論 専攻共通 １ ●

３２６７２０ 基礎ワイナリー経営学特論 専攻共通 １ ●

３２６７６０ 基礎ワイン・ブドウ学実習 コース特別 １ ●

３２６７７０ ワイナリーインターンシップ コース特別 ２ ●

（注）備考欄中の●印はワイン科学コースの必修科目で、その全ての単位を修得しなければなら

ない。
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持続社会形成専攻

トラック名

環境分析・

エネルギー

科目番号 授 業 科 目

単

位

数

持
続
社
会
ガ
バ
ナ
ン
ス

環
境
分
析
系

エ
ネ
ル
ギ
ー

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
系

応

用

情

報

３２８１１０

３２８１１５

３２８１２５

３２８１３５

３２８２１０

３２８２３５

３２８２４０

３２８２９０

３２８３００

３２８３１５

３２８３２０

３２８３２５

３２８３７０

３２８３８５

３２８３９５

３２８４０５

３２８４１５

３２８４２０

３２８４２５

３２８４３０

３２８４３５

３２８４４５

３２８４５５

３２０１００

３２８４７０

３２８５１１

３２８５１２

３２８５２１

３２８５２２

３２８５３１

３２８５３２

３２８５４１

３２８５４２

持続社会形成特論

地域の合意形成とマネジメント特論

環境情報システム特論

公共政策特論

環境政治学特論

技術開発史特論

環境モデリング特論

エネルギー政策特論

再生可能エネルギー変換特論

地球環境解析特論

環境現象学特論

都市政策特論

環境政策論特論

環境分析化学特論

進化生命学特論

生態系物質循環特論

環境物理学特論

シミュレーション科学特論

環境データ解析特論

群集生態学特論

オープンシステム開発特論

数値コンピューティング特論

ソフトウェア開発工学特論

技術経営システム特論

インターンシップ

持続社会形成演習第一Ａ

持続社会形成演習第一Ｂ

持続社会形成演習第二Ａ

持続社会形成演習第二Ｂ

持続社会形成研究第一Ａ

持続社会形成研究第一Ｂ

持続社会形成研究第二Ａ

持続社会形成研究第二Ｂ

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

１

１

１

１

２

２

３

３

●

◎

◎

○１

○１

○１

○１

○１

○１

●

●

●

●

●

●

●

●

●

◎

◎

○２

○２

○２

○２

○２

●

●

●

●

●

●

●

●

●

◎

◎

○２

○２

○２

○２

○２

○２

●

●

●

●

●

●

●

●

●

◎

◎

○３

○３

○３

○３

○３

○３

○３

○３

○３

●

●

●

●

●

●

●

●

（注）
１．●印は必修科目で、その全ての単位を修得しなければならない。
２．大学院の学生は３つのトラックの中から一つを選択し、下記の条件を満たすように選択必修
科目を修得しなければならない。トラックの選択は 1年終了時に行う。
・◎印は選択必修科目で、２科目のうち１科目２単位を修得しなければならない。
・○印は選択必修科目で、1 又は２又は３のいずれかの中から６単位を修得しなければならない。
なお、それぞれの選択必修の要求単位数を超えて修得した単位数は選択科目単位に算入する。
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人間システム工学専攻

科目番号 授 業 科 目 単位数 備 考

３２７６５０

３２７６５５

３２７６６０

３２７６７０

３２７６８０

３２７６９０

３２７７０１

３２７７１０

３２７７２５

３２７７３５

３２７７４０

３２７７５０

３２７７５５

３２７７６０

３２７７６１

３２０１００

３２７７９０

３２７７９１

３２７７７０

３２７７７５

３２７７７６

３２７７８０

３２７７８１

３２７８０１

３２７８０２

３２７８１１

３２７８１２

３２７８２１

３２７８２２

３２７８３１

３２７８３２

安全・安心マネージメント特論

防災危機管理特論

都市生活デザイン特論

画像処理工学特論

マイクロエレクトロニクス特論

多次元生体信号処理特論

シミュレーション工学特論

人間指向機器加工学特論

薄膜計量学特論

プラズマエレクトロニクス特論

皮膚光学特論

超音波工学特論

有機材料科学特論

量子光工学特論

トライボロジー特論

技術経営システム特論

研究発表特論Ⅰ

研究発表特論Ⅱ

インターンシップ

特別講義特論第一

特別講義特論第二

人間システム工学特論Ⅰ

人間システム工学特論Ⅱ

人間システム工学演習第一Ａ

人間システム工学演習第一Ｂ

人間システム工学演習第二Ａ

人間システム工学演習第二Ｂ

人間システム工学研究第一Ａ

人間システム工学研究第一Ｂ

人間システム工学研究第二Ａ

人間システム工学研究第二Ｂ

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

１

１

２

２

１

１

１

１

２

２

３

３

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

（注）備考欄中の●印は必修科目で、その全ての単位を修得しなければならない。
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クリーンエネルギー特別教育プログラム

科目番号 授 業 科 目 単位数 備 考

３２５５３０

３２５５４０

３２５５５０

３２５５６０

３２５５７０

３２５７１５

３２５７１６

３２５５８０

３２５５９０

３２５６００

３２５６１０

３２５６２０

３２５６３０

３２５６４０

３２５６４５

３２５６６０

３２５６７０

３２５６８０

３２５６９０

３２５７００

３２５７６０

３２５７８０

３２５７８５

３２５７３０

３２５７３１

３２５７４０

３２９７１１

３２９７１２

３２９７２１

３２９７２２

３２９７３１

３２９７３２

３２９７４１

３２９７４２

金属錯体化学特論

無機材料化学特論

機能性セラミックス特論第一

機能性セラミックス特論第二

誘電体特論

エネルギー量子化学特論第一

エネルギー量子化学特論第二

高分子材料化学特論第一

高分子材料化学特論第二

有機物質化学特論第一

有機物質化学特論第二

無機機器分析特論

有機機器分析特論第一

有機機器分析特論第二

高分子合成化学特論

結晶材料工学特論

機能性材料開発特論

クリーンエネルギー変換工学特論

燃料電池設計科学特論第一

燃料電池設計科学特論第二

燃料電池システム工学特論

応用物理化学特論第一

応用物理化学特論第二

研究発表特論Ⅰ

研究発表特論Ⅱ

インターンシップ

クリーンエネルギー演習第一Ａ

クリーンエネルギー演習第一Ｂ

クリーンエネルギー演習第二Ａ

クリーンエネルギー演習第二Ｂ

専門研究第一Ａ

専門研究第一Ｂ

専門研究第二Ａ

専門研究第二Ｂ

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

１

１

１

１

２

２

３

３

○１

○１

○２

○２

●

●

●

●

●

●

●

●

●

（注）

１．備考欄中の○印は選択必修科目で、○１、○２からそれぞれ２単位を修得しなければならない。

２．備考欄中の●印は必修科目で、その全ての単位を修得しなければならない。
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ワイン科学特別教育プログラム

科目番号 授 業 科 目 単位数 備 考

３２６５１５

３２６５２０

３２６５３０

３２６５４５

３２６５５５

３２６５７０

３２６５８０

３２６５９０

３２６６００

３２６６１０

３２６６２０

３２６６３０

３２６６４０

３２６６５０

３２６６６０

３２６６７０

３２６６８０

３２６６９０

３２６７００

３２６７１０

３２６７２０

３２６７６０

３２０１００

３２６７４０

３２６７４１

３２６７７０

３２９８１１

３２９８１２

３２９８２１

３２９８２２

３２９８３１

３２９８３２

３２９８４１

３２９８４２

分子生物学特論

酵素工学特論

細胞観察法特論

構造生物学特論

構造インフォマティクス特論

生体環境論特論

生体反応特論

バイオリアクター特論

生物有機化学特論

有用微生物工学特論

植物栽培生理学特論

食品成分利用学特論

微生物資源工学特論

生物機能分析学特論

植物分子生物学特論

基礎ワイン醸造学特論

基礎ブドウ栽培学特論

基礎ワイン評価学特論Ⅰ

基礎ワイン評価学特論Ⅱ

基礎甲州ワイン学特論

基礎ワイナリー経営学特論

基礎ワイン・ブドウ学実習

技術経営システム特論

研究発表特論Ⅰ

研究発表特論Ⅱ

ワイナリーインターンシップ

ワイン科学演習第一Ａ

ワイン科学演習第一Ｂ

ワイン科学演習第二Ａ

ワイン科学演習第二Ｂ

ワイン科学研究第一Ａ

ワイン科学研究第一Ｂ

ワイン科学研究第二Ａ

ワイン科学研究第二Ｂ

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

１

１

１

１

１

１

１

２

２

２

２

１

１

１

１

２

２

３

３

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

（注）備考欄中の●印は必修科目で、その全ての単位を修得しなければならない。
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組込み型統合システム開発教育プログラム

科目番号 授 業 科 目 単位数 備 考

３２９０１０

３２９０２０

３２９０３０

３２１２００

３２１１９１

３２１１８１

３２１２２１

３２３１２１

３２３２５１

３２３０３４

３２３２４１

３２３２２１

３２３２１１

３２２０９４

３２２０８４

３２２０７４

３２２１２４

３２０１００

３２９１２０

３２９２１１

３２９２１２

３２９２２１

３２９２２２

３２９２３１

３２９２３２

３２９２４１

３２９２４２

組込み型統合システム概論

組込み型統合システム設計と開発

組込み型統合システム開発実践

ロボット工学特論

アクチュエータ工学特論

デジタル制御工学特論

計測工学特論

ソフトウェア開発工学特論

画像メディア処理特論

インタラクション設計特論

感覚情報メディア処理特論

インターネット工学特論

意味的マルチメディア処理特論

デジタル回路特論

電子回路特論

信号処理特論

情報システム特論

技術経営システム特論

インターンシップ

組込み型統合システム開発演習第一Ａ

組込み型統合システム開発演習第一Ｂ

組込み型統合システム開発演習第二Ａ

組込み型統合システム開発演習第二Ｂ

組込み型統合システム開発研究第一Ａ

組込み型統合システム開発研究第一Ｂ

組込み型統合システム開発研究第二Ａ

組込み型統合システム開発研究第二Ｂ

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

１

１

１

１

２

２

３

３

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

（注）備考欄中の●印は必修科目で、その全ての単位を修得しなければならない。

http://syllabus.yamanashi.ac.jp/2007/syllabus.php?jikanno=323121
http://syllabus.yamanashi.ac.jp/2007/syllabus.php?jikanno=323251
http://syllabus.yamanashi.ac.jp/2007/syllabus.php?jikanno=323034
http://syllabus.yamanashi.ac.jp/2007/syllabus.php?jikanno=323241
http://syllabus.yamanashi.ac.jp/2007/syllabus.php?jikanno=323221
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国際流域環境科学特別教育プログラム

科目番号 授 業 科 目 単位数 備 考

３２９４１０

３２９４２５

３２９４３０

３２９４４５

３２９４５０

３２９４６０

３２９４７０

３２９４８０

３２４１００

３２４１７０

３２４１６０

３２４２２０

３２９４６５

３２９４９５

３２０１００

３２９５１０

３２９６１１

３２９６１２

３２９６２１

３２９６２２

３２９６３１

３２９６３２

３２９６４１

３２９６４２

河川流域管理特論

水理水文学特論

陸水水質評価特論

気象学特論

リモートセンシング・地理情報活用学

環境分析特論

流域医工学特論

流域研究特別研修

防災危機管理特論

水質管理工学特論

衛生工学特論

水処理工学特論

農業環境システム特論

国際環境技術特論

技術経営システム特論

インターンシップ

流域環境演習第一Ａ

流域環境演習第一Ｂ

流域環境演習第二Ａ

流域環境演習第二Ｂ

流域環境研究第一Ａ

流域環境研究第一Ｂ

流域環境研究第二Ａ

流域環境研究第二Ｂ

２

２

２

２

２

２

２

１

２

２

２

２

２

２

２

２

１

１

１

１

２

２

３

３

●

○

○

●

●

●

●

○

●

●

●

●

●

●

●

●

●

（注）

１．備考欄中の●印は必修科目で、その全ての単位を修得しなければならない。

２．備考欄中の○印は選択必修科目で、２単位以上を修得しなければならない。
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グリーンエネルギー変換工学特別教育プログラム

分 野 名

科目番号 授 業 科 目

単

位

数

燃

料

電

池

太
陽
エ
ネ
ル
ギ
ー

エ
ネ
ル
ギ
ー
変
換
材
料

新
エ
ネ
ル
ギ
ー
工
学

３９１１１０

３９１１２０

３９１１３０

３９１１４０

３９１１５０

３９１１６０

３９１１７０

３９１１８０

３９１１９０

３９１４１０

３９１４２０

３９１４３０

３９１４４０

３９１４５０

３９１４６０

３９１４７０

３９１４８０

３９１４９０

３９１５００

３９１５１０

３９１５２０

３９１５３０

３９１５４０

３９１５５０

３９１５６０

３９１５７０

３９１５８０

３９１５９０

３９１６００

３９１６１０

３９１２００

３９１７１０

３９１７２０

３９１７３０

電磁気学特論

量子科学特論

物理化学特論

無機化学特論

材料物理特論

材料化学特論

触媒科学特論

環境科学特論

材料工学特論

燃料電池設計特論第一

燃料電池設計特論第二

電極触媒設計特論第一

電極触媒設計特論第二

太陽エネルギー変換工学特論第一

太陽エネルギー変換工学特論第二

半導体量子科学特論第一

半導体量子科学特論第二

固体材料科学特論第一

固体材料科学特論第二

先端無機材料設計特論第一

先端無機材料設計特論第二

表面・界面科学特論第一

表面・界面科学特論第二

マイクロ・ナノ材料工学特論

再生可能エネルギー科学特論

エネルギー貯蔵システム工学特論

エネルギー材料科学特論

太陽電池化学特論

応用電気化学特論

ナノ電極材料工学特論

グリーンエネルギー科学・技術英語特論初級

イノベーションマネジメント特論

先端技術者倫理特論

エネルギー環境経済特論

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

１

１

１

１

１

２

１

１

１

◎

◎

◎

◎

◎

◎

◎

◎

◎

○

○

○

○

○

○

○

○

○

●

●

◎

◎

◎

◎

◎

◎

◎

◎

◎

○

○

○

○

○

○

●

●

◎

◎

◎

◎

◎

◎

◎

◎

◎

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

●

●

◎

◎

◎

◎

◎

◎

◎

◎

◎

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

●

●



- 53 -

３９１７４０

３９１７５０

３９１２１０

３９１３１１

３９１３２１

３９１３３１

３９１３３２

３９１３４１

３９１３４２

先端科学技術特論

国際標準化特論

インターンシップ

グリーンエネルギー工学演習第一

グリーンエネルギー工学演習第二

グリーンエネルギー工学専門研究第一Ａ

グリーンエネルギー工学専門研究第一Ｂ

グリーンエネルギー工学専門研究第二Ａ

グリーンエネルギー工学専門研究第二Ｂ

１

１

２

１

１

２

２

３

３

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

（注）

１．●印は必修科目で、その全ての単位を修得しなければならない。

２．◎印は選択必修科目で、４単位を修得しなければならない。

３．○印は選択必修科目で、入学時に選択する分野から４単位を修得しなければならない。

４．入学時に選択する分野以外の選択必修科目もしくはどの分野にも印のない科目から２単

位以上修得しなければならない。そのため、前記の３．項の要求単位数を超えて修得した

単位数は３単位までは選択科目単位に算入する。
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各専攻・プログラム共通科目

機器分析センター開講科目

科目番号 授 業 科 目 単位数 備 考

３２０１１０＊

３２０１１１＊

３２０１１２＊

機器分析特論Ⅰ

機器分析特論Ⅱ

機器分析特論Ⅲ

１

１

１

（注）機器分析センターに設置されている機器を使用する場合には、予め、指定する授業科目を

履修し、その単位を修得しなければならない。指定する授業科目は、シラバス等で確認のう

え、授業科目番号７桁目の「＊」を機器ごとに定めたアルファベットに読み替えて履修申告

するものとする。ただし、これらの授業科目を修得しても、修了に必要な単位数に含めるこ

とはできない。

女性研究者支援室開講科目

科目番号 授 業 科 目 単位数 備 考

３２０１２０ ワーク・ライフ・バランス特論 ２

（注）この授業科目を修得しても、修了に必要な単位数に含めることはできない。
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別表３（山梨大学大学院医学工学総合教育部規程第１８条関係）

教員免許状取得基準

１ 修士課程で認定されている免許状の種類・教科及び専攻

免許状の種類 教 科 専 攻

機械システム工学専攻
工 業

電気電子システム工学専攻

情 報 コンピュータ･メディア工学専攻

土木環境工学専攻

応用化学専攻

生命工学専攻

高等学校教諭専修免許状

工 業

人間システム工学専攻

２ 基礎資格

修士の学位を有すること。

３ 大学院における最低修得単位数

教科に関する科目 ２４単位

４ 医学工学総合教育部規程第１８条の規定に基づき、教育職員免許状を取得しようとす

る場合は、本取得基準に掲げた授業科目を修得するものとする。

機械システム工学専攻

科目番号 授 業 科 目 単位数 備 考

３２１０２０

３２１０４１

３２１０５０

３２１０５５

３２１０８０

３２１０８１

３２１０９０

３２１０９５

３２１１０２

３２１１１０

３２１１２０

３２１１５０

３２１１８１

３２１１９１

３２１２００

３２１２２１

３２１２５６

３２１２５８

３２１２５９

３２１２８１

振動騒音制御特論

バイオメカニクス特論

伝熱工学特論

熱エネルギー工学特論

粘性流体特論

数値流体力学特論

表面改質特論

光システム工学特論

材料物性物理特論

材料工学特論

塑性加工学特論

精密加工学特論

デジタル制御工学特論

アクチュエータ工学特論

ロボット工学特論

計測工学特論

ロバスト制御特論

動的システム特論

車両運動力学特論

機械システム工学演習第一Ａ

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

１
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３２１２８２

３２１２９１

３２１２９２

３２１３０１

３２１３０２

３２１３１１

３２１３１２

機械システム工学演習第一Ｂ

機械システム工学演習第二Ａ

機械システム工学演習第二Ｂ

機械システム工学研究第一Ａ

機械システム工学研究第一Ｂ

機械システム工学研究第二Ａ

機械システム工学研究第二Ｂ

１

１

１

２

２

３

３

電気電子システム工学専攻

科目番号 授 業 科 目 単位数 備 考

３２２０１４

３２２０２４

３２２０４４

３２２０５４

３２２０６４

３２２０７４

３２２０８４

３２２０９４

３２２１１４

３２２１２４

３２２１３０

３２２１４４

３２２１５４

３２２１５５

３２２１６４

３２２３２０

３２２５４１

３２２５４２

３２２５５１

３２２５５２

３２２５６１

３２２５６２

３２２５７１

３２２５７２

代数学特論

解析学特論

熱統計学特論

電磁波理工学特論

光波工学特論

信号処理特論

電子回路特論

デジタル回路特論

量子デバイス特論

情報システム特論

機能デバイス工学特論

ナノデバイス工学特論

半導体デバイス工学特論

パワー半導体モジュール工学特論

通信デバイス工学特論

結晶工学特論

電気電子システム工学演習第一Ａ

電気電子システム工学演習第一Ｂ

電気電子システム工学演習第二Ａ

電気電子システム工学演習第二Ｂ

電気電子システム工学研究第一Ａ

電気電子システム工学研究第一Ｂ

電気電子システム工学研究第二Ａ

電気電子システム工学研究第二Ｂ

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

１

１

１

１

２

２

３

３
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コンピュータ･メディア工学専攻

科目番号 授 業 科 目 単位数 備 考

３２３０２１

３２３０３４

３２３１２１

３２３１２３

３２３１３１

３２３２１１

３２３２２１

３２３２４１

３２３２５１

３２３３２１

３２３４５１

３２３８１１

３２３８１２

３２３８２１

３２３８２２

３２３８３１

３２３８３２

３２３８４１

３２３８４２

情報数理セキュリティ特論

インタラクション設計特論

ソフトウェア開発工学特論

ソフトウェア設計・検証工学特論

並列分散システム特論

意味的マルチメディア処理特論

インターネット工学特論

感覚情報メディア処理特論

画像メディア処理特論

人工知能特論

言語メディア処理特論

コンピュータ･メディア工学演習第一Ａ

コンピュータ･メディア工学演習第一Ｂ

コンピュータ･メディア工学演習第二Ａ

コンピュータ･メディア工学演習第二Ｂ

コンピュータ･メディア工学研究第一Ａ

コンピュータ･メディア工学研究第一Ｂ

コンピュータ･メディア工学研究第二Ａ

コンピュータ･メディア工学研究第二Ｂ

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

１

１

１

１

２

２

３

３

土木環境工学専攻

科目番号 授 業 科 目 単位数 備 考

３２４０１０

３２４０２０

３２４０４０

３２４０６０

３２４０７１

３２９４４５

３２９４１０

３２４１００

３２４１４０

３２４１４５

３２４１５０

３２４１５５

３２４１６０

３２４１７０

３２９４３０

３２４１９０

３２４２１０

３２４２２０

３２４２３０

３２４２３５

３２４２３６

３２４２７１

３２４２７２

３２４２８１

３２４２８２

３２４２９１

３２４２９２

３２４３０１

３２４３０２

構造力学特論

構造設計学特論

土質工学特論

建設材料学特論

コンクリート構造学特論

気象学特論

河川流域管理特論

防災危機管理特論

都市計画特論

環境計画特論

景観工学特論

ユニバーサルデザイン学特論

衛生工学特論

水質管理工学特論

陸水水質評価特論

物質動態論特論

環境生物学特論

水処理工学特論

環境熱学特論

環境数理解析特論

工学数理特論

土木環境工学演習第一Ａ

土木環境工学演習第一Ｂ

土木環境工学演習第二Ａ

土木環境工学演習第二Ｂ

土木環境工学研究第一Ａ

土木環境工学研究第一Ｂ

土木環境工学研究第二Ａ

土木環境工学研究第二Ｂ

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

１

１

１

１

２

２

３

３
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応用化学専攻（クリーンエネルギー特別教育プログラムを含む）

科目番号 授 業 科 目 単位数 備 考

３２５５３０

３２５５４０

３２５５４５

３２５５５０

３２５５６０

３２５５７０

３２５７１５

３２５７１６

３２５５８０

３２５５９０

３２５６００

３２５６１０

３２５６２０

３２５６３０

３２５６４０

３２５６４５

３２５６６０

３２５６７０

３２５６９０

３２５７００

３２５７８０

３２５７８５

３２５７９０

３２５８０１

３２５８０２

３２５８１１

３２５８１２

３２５８２１

３２５８２２

３２５８３１

３２５８３２

金属錯体化学特論

無機材料化学特論

物性化学特論

機能性セラミックス特論第一

機能性セラミックス特論第二

誘電体特論

エネルギー量子化学特論第一

エネルギー量子化学特論第二

高分子材料化学特論第一

高分子材料化学特論第二

有機物質化学特論第一

有機物質化学特論第二

無機機器分析特論

有機機器分析特論第一

有機機器分析特論第二

高分子合成化学特論

結晶材料工学特論

機能性材料開発特論

燃料電池設計科学特論第一

燃料電池設計科学特論第二

応用物理化学特論第一

応用物理化学特論第二

応用物理化学特論第三

応用化学演習第一Ａ

応用化学演習第一Ｂ

応用化学演習第二Ａ

応用化学演習第二Ｂ

応用化学研究第一Ａ

応用化学研究第一Ｂ

応用化学研究第二Ａ

応用化学研究第二Ｂ

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

１

１

１

１

２

２

３

３
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生命工学専攻（ワイン科学特別教育プログラムを含む）

科目番号 授 業 科 目 単位数 備 考

３２６５１５

３２６５２０

３２６５３０

３２６５４５

３２６５５５

３２６５７０

３２６５８０

３２６５９０

３２６６００

３２６６１０

３２６６２０

３２６６３０

３２６６４０

３２６６５０

３２６６６０

３２６８０１

３２６８０２

３２６８１１

３２６８１２

３２６８２１

３２６８２２

３２６８３１

３２６８３２

分子生物学特論

酵素工学特論

細胞観察法特論

構造生物学特論

構造インフォマティクス特論

生体環境論特論

生体反応特論

バイオリアクター特論

生物有機化学特論

有用微生物工学特論

植物栽培生理学特論

食品成分利用学特論

微生物資源工学特論

生物機能分析学特論

植物分子生物学特論

生命工学演習第一Ａ

生命工学演習第一Ｂ

生命工学演習第二Ａ

生命工学演習第二Ｂ

生命工学研究第一Ａ

生命工学研究第一Ｂ

生命工学研究第二Ａ

生命工学研究第二Ｂ

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

１

１

１

１

２

２

３

３

人間システム工学専攻

科目番号 授 業 科 目 単位数 備 考

３２７６５０

３２７６５５

３２７６６０

３２７６７０

３２７６８０

３２７６９０

３２７７０１

３２７７１０

３２７７２５

３２７７３５

３２７７４０

３２７７５０

３２７７５５

３２７７６０

３２７７６１

３２７８０１

３２７８０２

３２７８１１

３２７８１２

３２７８２１

３２７８２２

３２７８３１

３２７８３２

安全・安心マネージメント特論

防災危機管理特論

都市生活デザイン特論

画像処理工学特論

マイクロエレクトロニクス特論

多次元生体信号処理特論

シミュレーション工学特論

人間指向機器加工学特論

薄膜計量学特論

プラズマエレクトロニクス特論

皮膚光学特論

超音波工学特論

有機材料科学特論

量子光工学特論

トライボロジー特論

人間システム工学演習第一Ａ

人間システム工学演習第一Ｂ

人間システム工学演習第二Ａ

人間システム工学演習第二Ｂ

人間システム工学研究第一Ａ

人間システム工学研究第一Ｂ

人間システム工学研究第二Ａ

人間システム工学研究第二Ｂ

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

１

１

１

１

２

２

３

３
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別表４（山梨大学大学院医学工学総合教育部規程第１９条関係）

大学院医学工学総合教育部博士課程履修基準表

＜４年博士課程＞

・【先進医療科学専攻】、【生体制御学専攻】 省略

＜３年博士課程＞

・【ヒューマンヘルスケア学専攻】 省略

専 攻 名 コース名 必修・選択の別 授業区分 必要単位数

講 義 ２単位

特別演習Ⅰ ２単位必 修

特別演習Ⅱ ２単位

講 義 Ｃ ２単位

選択必修 講義Ａ及びＡ・Ｂ、

又は講義Ｂ及びＡ･Ｂ
４単位

選 択
講 義、

演習及び実験
２単位以上

生命情報シス

テム学コース

合 計 １４単位以上

必 修 講 義 ２単位

講 義 Ｃ ２単位

講 義 Ｄ ２単位選択必修

演習及び実験Ｄ ６単位

選 択
講 義、

演習及び実験
２単位以上

人 間 環 境

医工 学専 攻

生体環境学

コース

合 計 １４単位以上

（注）

１．選択必修は研究テ－マに関連するものとする。ただし、生体環境学コ－スの選

択必修は、研究テーマに関連する専攻科目を履修するものとする。

２．生命情報システム学コースの「講義Ａ」は医工学関連科目、「講義Ｂ」は情報科

学関連科目、「講義Ａ・Ｂ」は医工学及び情報科学両方の関連科目であり、「講義

Ｃ」は生命情報システム学コース及び生体環境学コース両方の選択必修科目、生

体環境学コースの「講義Ｄ」、「演習及び実験Ｄ」は医科学関連科目である。

３．生命情報システム学コースの「特別演習Ⅰ」は、研究テーマに直接関係する分

野の基礎的な文献の調査・研究を行うゼミナール形式の演習であり、「特別演習Ⅱ」

は、研究テーマに直接関係する分野の最新の文献の調査・研究を行うゼミナール

形式の演習である。
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専 攻 名 必修・選択の別 授業区分 必要単位数

特別演習Ⅰ ２単位
必 修

特別演習Ⅱ ２単位

講 義 Ａ ４単位以上

講 義 Ｂ選 択

フィールド・リサーチ
４単位以上

機能材料システム工学専攻

情報機能システム工学専攻

合 計 １４単位以上

（注）

１．「講義Ａ」は、指導教員グループの指導のもとに選択する専門分野の科目とし、

「講義Ｂ」は、指導教員グループの助言のもとに選択する関連分野の科目とする。

なお、教育部規程第２５条第２項によって修得した修士課程の科目については、

講義Ｂに含むものとする。

２．「特別演習Ⅰ」は、研究テーマに直接関係する分野の基礎的な文献の調査・研究

を行うゼミナール形式の演習である。「特別演習Ⅱ」は、研究テーマに直接関係す

る分野の最新の文献の調査・研究を行うゼミナール形式の演習である。

３．「フィールド・リサーチ」の実施については、医学工学総合教育部規程工学領域

履修細則第４条の規定による。

専 攻 名 必修・選択の別 授業区分 必要単位数

特別演習Ⅰ ２単位
必 修

特別演習Ⅱ ２単位

講義Ａ及びＣ、

又は講義Ｂ及びＣ
６単位

講 義
選択必修

フィールド・リサーチ
２単位以上

環境社会創生工学専攻

合 計 １４単位以上

（注）

１．選択必修は博士の学位の種類に関連するものとする。

２．「講義Ａ」は工学系科目、「講義Ｂ」は学術系科目、「講義Ｃ」は工学系学術系共

通科目である。

３．博士（工学）を取得する場合は「講義Ａ」及び「講義Ｃ」から６単位以上を、

博士（学術）を取得する場合は「講義Ｂ」及び「講義Ｃ」から６単位以上を、そ

れぞれ修得しなければならない。
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専 攻 名 必修・選択の別 授業区分 必要単位数

講 義 ２単位

特別演習Ⅰ ２単位

特別演習Ⅱ ２単位必 修

グローバル

インターンシップ
２単位

講 義 Ａ ４単位以上
選 択

講 義 Ｂ ２単位以上

グリーンエネルギー変換工学

特 別 教 育 プ ロ グ ラ ム

合 計 １４単位以上

（注）

１．「講義Ａ」は、入学時に選択する分野の○印の科目とし、「講義Ｂ」は、入学時

に選択する分野の○印のない科目とする。

２．「特別演習Ⅰ」は、研究テーマに直接関係する分野の基礎的な文献の調査・研究

を行うゼミナール形式の演習である。「特別演習Ⅱ」は、研究テーマに直接関係す

る分野の最新の文献の調査・研究を行うゼミナール形式の演習である。



- 63 -

別表５（山梨大学大学院医学工学総合教育部規程第２０条関係）

＜４年博士課程＞

・【先進医療科学専攻】、【生体制御学専攻】 省略

＜３年博士課程＞

・【ヒューマンヘルスケア学専攻】、【人間環境医工学専攻：生体環境学コース】 省略

人間環境医工学専攻：生命情報システム学コース

科目番号 授 業 科 目 単位数 備 考

４１０５１０

４１０６１０

４１０６２０

４１０６３０

４１０６４０

４１０６５０

４１４０２５

４１４０６０

４１４０９０

４１４１００

４１４１１０

４１４１２０

４１４１２５

４１４１３５

４１４１５０

４１４１６０

４１４１８５

４１４１９０

４１４２１０

４１４５３０

４１４５４０

４１４５５０

４１４５６０

４１４５７０

４１４５８０

４１４７６０

４１４７７０

４１４９００

４１４９１０

生命倫理学・環境心理学特論

人間医工学概論

社会環境医学概論

分子医学概論

生体防御学概論

神経科学概論

構造生物学特論

環境生態システム特論

真菌分子医工学特論

微生物代謝工学特論

医薬微生物探索学特論

細胞培養工学特論

天然物機能工学特論

ゲノム情報工学特論

健康社会工学特論

運動療法（ダンスセラピー）特論

菌類機能工学特論

生命工学における数学特論

生物利用工学特論

知能情報システム設計特論第１

知能情報システム設計特論第２

知能情報システム設計特論第３

応用認知科学特論

情報可視化特論

人工知能特論

先進医用工学特論Ⅰ

先進医用工学特論Ⅱ

生命情報システム学特別演習Ⅰ

生命情報システム学特別演習Ⅱ

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

●

Ｃ

Ｃ

Ｃ

Ｃ

Ｃ

Ａ

Ａ・Ｂ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ・Ｂ

Ａ

Ａ・Ｂ

Ａ

Ｂ

Ｂ

Ａ・Ｂ

Ａ・Ｂ

Ｂ

Ｂ

Ａ

Ａ

●

●

（注）

１．備考欄中の●印は必修科目で、その全ての単位を修得しなければならない。

２．備考欄中のＣは専攻選択必修科目で、２単位以上を修得しなければならない。

３．備考欄中のＡ及びＡ・Ｂは、博士（医工学）の関連科目であり、博士（医工学）を志望する者は

４単位以上を修得しなければならない。

４．備考欄中のＢ及びＡ・Ｂは、博士（情報科学）の関連科目であり、博士（情報科学）を志望する

者は４単位以上を修得しなければならない。
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機能材料システム工学専攻

科目番号 授 業 科 目 単位数 備 考

４１６２００

４１６２１０

４１６２２１

４１６２３０

４１６２３６

４１６２４０

４１６２５１

４１６２５２

４１６２６０

４１６４１０

４１６４２０

４１６４３０

４１６４４０

４１６４５０

４１６４６０

４１６７３０

４１６７４０

４１６７５０

４１６７６０

４１６７７５

４１６７８０

４１６７９０

４１６８００

４１６８０５

４１６８１０

４１６８１５

４１６８２０

４１６８２５

４１６９００

４１６９１０

４１６９２０

解析化学特論

有機機能材料化学特論

応用電子化学特論

高分子材料化学特論

機能性分子化学特論

機能計測化学特論

無機材料化学特論第一

無機材料化学特論第二

固体化学特論

結晶機能工学特論

半導体デバイス工学特論

量子電子デバイス工学特論

量子物理学特論

量子機能工学特論

固体材料科学特論

量子物理化学特論

燃料電池設計化学特論

機能材料加工学特論

電気化学材料特論

色工学特論

機能物質創成特論

危機管理工学特論

触媒材料科学特論

表面科学特論

燃料電池システム工学応用特論

燃料電池科学技術英語特論上級レベル

燃料電池ナノ材料応用特論

燃料電池反応解析応用特論

機能材料システム工学特別演習Ⅰ

機能材料システム工学特別演習Ⅱ

機能材料システム工学フィールド･リサーチ

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

●

●

（注）備考欄中の●印は必修科目で、その全ての単位を修得しなければならない。
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情報機能システム工学専攻

科目番号 授 業 科 目 単位数 備 考

４１７０９０

４１７１１０

４１７１２０

４１７１３０

４１７１４０

４１７２９１

４１７３１０

４１７３２０

４１７３３０

４１７３４０

４１７４９０

４１７５００

４１７５１０

４１７５２０

４１７５２１

４１７５３０

４１７７１０

４１７７２０

４１７７３０

４１７７４０

４１７７５０

４１７７６０

４１７９００

４１７９１０

４１７９２０

システムソリューション工学特論

言語・音声ヒューマンインタフェース特論

数理システム特論

計算システム特論

コンピュータネットワーク特論

光計測・制御工学特論

光波・超音波工学特論

通信システム工学特論

集積回路工学特論

信号処理工学特論

生産・計測システム特論

熱物理工学特論

乱流輸送工学特論

生体・材料工学特論

塑性工学特論

振動制御特論

波動応用工学特論

光量子工学特論

制御情報工学特論

計測物理工学特論

先端加工学特論

先端メカトロニクス特論

情報機能システム工学特別演習Ⅰ

情報機能システム工学特別演習Ⅱ

情報機能システム工学フィールド･リサーチ

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

●

●

（注）備考欄中の●印は必修科目で、その全ての単位を修得しなければならない。
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環境社会創生工学専攻

科目番号 授 業 科 目 単位数 備 考

４１８０１２

４１８０３２

４１８１４２

４１８０５２

４１８０６２

４１８０８２

４１８０９２

４１８１０２

４１８１２２

４１８１６２

４１８３１２

４１８３３２

４１８３７２

４１８３８０

４１８３９０

４１８６０２

４１８６２２

４１８６３２

４１８６５２

４１８６６２

４１８６９２

４１８７４２

４１８９００

４１８９１０

４１８９２０

構造工学特論

応用地盤工学特論

陸水水質アセスメント特論

コンクリート構造解析学特論

危機管理工学特論

地域都市デザイン特論

総合河川流域管理特論

水資源システム特論

環境衛生工学特論

環境生物工学特論

流域水文シミュレーション特論

都市人間環境特論

植物分子細胞生物学特論

機能微生物資源工学特論

機能成分解析学特論

環境材料化学特論

環境数理シミュレーション特論

生命生態特論

環境ガバナンス特論

政策評価特論

エコソシアルデザイン特論

複雑系解析特論

環境社会創生工学特別演習Ⅰ

環境社会創生工学特別演習Ⅱ

環境社会創生工学フィールド･リサーチ

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ｃ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ｃ

Ｃ

Ｂ

Ｂ

Ｃ

Ｃ

Ｃ

●

●

（注）備考欄中の●印は必修科目で、その全ての単位を修得しなければならない。
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グリーンエネルギー変換工学特別教育プログラム

分 野 名

科目番号 授 業 科 目

単

位

数

燃

料

電

池

太

陽

エ

ネ

ル

ギ

ー

エ
ネ
ル
ギ
ー
変
換
材
料

新
エ
ネ
ル
ギ
ー
工
学

３９１４１０

３９１４２０

３９１４３０

３９１４４０

３９１４５０

３９１４６０

３９１４７０

３９１４８０

３９１４９０

３９１５００

３９１５１０

３９１５２０

３９１５３０

３９１５４０

３９１５５０

３９１５６０

３９１５７０

３９１５８０

３９１５９０

３９１６００

３９１６１０

３９１８１０

３９１７１０

３９１７２０

３９１７３０

３９１７４０

３９１７５０

３９１９２０

３９１９００

３９１９１０

燃料電池設計特論第一

燃料電池設計特論第二

電極触媒設計特論第一

電極触媒設計特論第二

太陽エネルギー変換工学特論第一

太陽エネルギー変換工学特論第二

半導体量子科学特論第一

半導体量子科学特論第二

固体材料科学特論第一

固体材料科学特論第二

先端無機材料設計特論第一

先端無機材料設計特論第二

表面・界面科学特論第一

表面・界面科学特論第二

マイクロ・ナノ材料工学特論

再生可能エネルギー科学特論

エネルギー貯蔵システム工学特論

エネルギー材料科学特論

太陽電池化学特論

応用電気化学特論

ナノ電極材料工学特論

グリーンエネルギー科学・技術英語特論上級

イノベーションマネジメント特論

先端技術者倫理特論

エネルギー環境経済特論

先端科学技術特論

国際標準化特論

グローバルインターンシップ

グリーンエネルギー工学特別演習 I

グリーンエネルギー工学特別演習 II

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

１

１

１

１

１

２

１

１

１

１

１

２

２

２

○

○

○

○

○

○

○

○

○

●

●

●

●

○

○

○

○

○

○

○

○

○

●

●

●

●

○

○

○

○

○

○

○

○

○

●

●

●

●

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

●

●

●

●

（注）

１．●印は必修科目で、その全ての単位を修得しなければならない。

２．入学時に選択する分野の○印の科目から４単位以上、入学時に選択する分野の○印のない

科目から２単位以上を修得しなければならない。

３．修士課程で単位を修得した科目は履修することができない。
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９ 大学院医学工学総合教育部規程医学工学融合領域

人間環境医工学専攻生命情報システム学コース履修細則

この細則には、山梨大学大学院医学工学総合教育部規程に定めるもののほか、医学工学融

合領域人間環境医工学専攻生命情報システム学コースの履修等に関して必要な事項を定める。

（単位の基準）

第１条 博士課程の授業科目は、講義、演習及び研究に区分して開講し、その単位の算定基

準は、次のとおりとする。

(1)講義については、１５時間をもって１単位とする。

(2)演習については、３０時間をもって１単位とする。

(3)研究については、４５時間をもって１単位とする。

（試験）

第２条 試験は中間試験及び修了試験とする。中間試験は随時行い、修了試験は学期の終わ

りに行う。

２ 修了試験を受験することができる者は、各授業科目の授業に３分の２以上出席した者で

なければならない。

３ 修了試験については、特別の理由がある場合は、追試験等を受験することができる。

（指導教員）

第３条 教育部規程第２２条第２項に定める指導教員グループは、主指導教員と２人以上の

副指導教員で組織するものとする。
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１０ 医学工学総合教育部博士課程

医学工学融合領域学位論文審査要項

制 定 平成１６年 ４月 １日

最終改正 平成２５年 ６月１９日

１ 総 則

（目的）

第１条 この要項は、山梨大学学位規程（以下「学位規程」という。）及び山梨大学大学院医

学工学総合教育部規程（以下「教育部規程」という。）に定めるもののほか、博士の学位審

査等について、必要な事項を定めることを目的とする。

２ 課程修了による博士の学位

Ⅰ ヒューマンヘルスケア学専攻

（学位論文の中間審査の受験）

第２条 ヒューマンヘルスケア学専攻の学生は、学位規程第４条の規定に基づき、学位論文

中間審査（以下「中間審査」という。）を受験しなければならない。ただし、山梨大学大学

院学則（以下「大学院学則」という。）第３９条第１項ただし書き及び第３９条第２項に規

定する修了要件に該当する者については、この限りでない。

２ 前項の中間審査を受験できる者は、博士課程に１年以上在学し、教育部規程第２０条に

規定する授業科目を１２単位以上修得した者でなければならない。

（中間審査の申請）

第３条 中間審査を受験しようとする者は、主指導教員の承認を得た上、医学工学総合教育

部長（以下「教育部長」という。）に学位論文中間審査申請書を提出するものとする。

（中間審査申請の通知及び中間審査の付託）

第４条 教育部長は、前条の申請書を受理したときは、医学工学融合領域ヒューマンヘルス

ケア学委員会委員長（以下「ヒューマンヘルスケア学委員会委員長」という。）にその旨を

通知し、医学工学融合領域委員会に中間審査を付託するものとする。

（中間審査委員会の設置及び中間審査委員の選出）

第５条 医学工学融合領域委員会は、提出された申請者ごとに、学位論文中間審査委員会（以

下「中間審査委員会」という。）を設置する。

２ ヒューマンヘルスケア学委員会委員長は、前条の通知に基づき、中間審査委員会の委員

候補者として、次の各号に掲げる教員を５人以上選出する。

（１）主指導教員

（２）上記以外のヒューマンヘルスケア学専攻の専任教員２名以上

（３）人間環境医工学専攻の専任教員１名以上

ただし、必要に応じて、委員候補者に、上記以外に医学工学総合教育部博士課程の専任

教員を含むことができる。

３ 前項の規定にかかわらず、学位論文の中間審査のため必要があるときは、委員候補者に

１人を限度として、他の研究科、他の大学院又は研究所等の教員等を含むことができる。

４ ヒューマンヘルスケア学委員会委員長は、委員候補者を医学工学融合領域委員会に報告

する。

５ 医学工学融合領域委員会は、前項の報告に基づき、中間審査委員会の委員長及び委員を
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決定する。

（学位論文の中間審査）

第６条 学位論文の中間審査は、次の各号に掲げる事項について行う。

（１）養成しようとする人材にふさわしい学識

（２）学位論文の進捗状況（研究計画の内容及び進捗状況）

２ 前項の事項を確認するために、原則として発表会を行う。

３ 学位論文の中間審査の実施時期は、第１１条第２項に定める学位論文提出期限の１年前

を目安とする。

（中間審査結果の報告）

第７条 中間審査委員会の委員長は、学位論文の中間審査が終了した時は、その結果を医学

工学融合領域委員会に報告するものとする。

（学位審査の申請資格等）

第８条 学位審査の申請は、学位論文の中間審査に合格した後（第２条第１項のただし書き

に該当する者を除く。）、所定の提出日において、大学院学則第３９条に定める修了要件を、

当該提出日に対応する修了日までに、具備できる見込みのある者でなければならない。

（申請資格の審査）

第９条 医学工学融合領域ヒューマンヘルスケア学委員会（以下「ヒューマンヘルスケア学

委員会」という。）において、次の各号に掲げる事項を審査する。

（１） 在学年数

（２） 単位修得状況

（３） その他

（学位論文）

第１０条 学位論文は、原則として、単著とする。ただし、次の各号の条件を満たすもので

あれば、共著の場合であっても差し支えない。

（１） 学位論文の提出者が筆頭の著者であること。

（２） 他の共著者から当該論文を学位論文として使用しても差し支えない旨の確約が得ら

れていること。

（３） 他の共著者から当該論文を学位論文として学位授与の申請に使用しない旨の確約が

得られていること。

（４） 学位論文の提出者が、その研究において、自ら担当した部分をまとめた和文による

論文形式によって書かれた報告書を作成して、研究及び学位論文作成において中心的な

役割を果たしたことを明確にすること。

２ 学位論文は、次の各号のいずれかとする。ただし、第２号の場合においては当該雑誌掲

載受理証明書を添付すれば、投稿論文の原稿をもって代えることができる。

（１） 未印刷公表の論文原稿

（２） レフリー制の学術雑誌に掲載された論文別刷り

（学位論文等の提出）

第１１条 学位論文の審査を願い出る者は、次の各号に掲げる書類を指導教員の承認を得て、

教育部長に提出するものとする。

（１）申請資格審査願（所定様式） １部

（２）履歴書（所定様式） １部

（３）在学証明書 １部

（４）成績証明書 １部

（５）博士論文審査願（所定様式） １部
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（６）博士論文 ７部

（７）論文目録（所定様式） ７部

（８）論文内容要旨（所定様式） ７部

（９）主指導教員の推薦書 １部

（10）参考論文がある場合は当該論文 ７部

（11）学位論文公表承諾書（所定様式） 又は

学位論文限定公表申請書（所定様式） １部

（12）学位論文が共著論文である場合は当該承諾書（所定様式） １部

（13）学位論文が共著論文である場合は自己の担当部分についての報告書 ７部

２ 学位論文等の提出期限は、次の各号のいずれかとする。

（１） ３月修了の場合 １２月第２金曜日

（２） ９月修了の場合 ６月第２金曜日

上記以外の修了の場合は、ヒューマンヘルスケア学専攻が指定する日

３ 教育部長は、学位論文等を受け付けたときは、その旨をヒューマンヘルスケア学委員会

委員長に通知する。

（論文審査委員会の設置及び論文審査委員の選出）

第１２条 教育部長は、受理した学位論文の審査を教授会に付託する。教授会は、申請者ご

とに論文審査委員会を設けて審査する。

２ ヒューマンヘルスケア学委員会委員長は、前条第３項の通知に基づき、論文審査委員会

の委員候補者として、次の各号に掲げる教員を５人以上選出する。

（１）主指導教員

（２）上記以外のヒューマンヘルスケア学専攻の専任教員２名以上

（３）人間環境医工学専攻の専任教員１名以上

ただし、必要に応じて、委員候補者に、上記以外に医学工学総合教育部博士課程の専任

教員を含むことができる。

３ 前号の規定にかかわらず、学位論文の審査のため必要があるときは、委員候補者に１人

を限度として、他の研究科、他の大学院又は研究所等の教員等を含むことができる。

４ ヒューマンヘルスケア学委員会委員長は、委員候補者を医学工学融合領域委員会に報告

する。

５ 医学工学融合領域委員会は、前項の報告に基づいて審議し、その結果を教授会に提案す

る。

６ 教授会は、前項の提案に基づき、論文審査委員を決定する。この場合において、論文審

査委員の中に他の研究科等の教員等を含むときは、その教員等の資格を教授会が判定する

ものとする。

（論文審査委員会委員長）

第１３条 教育部長は、教授会の議を経て、論文審査委員のうちから委員長を指名する。こ

の場合において、委員長には、主指導教員以外のヒューマンヘルスケア学専攻の専任教授

をもって充てるものとする。

（最終試験の通知）

第１４条 論文審査委員会は、学位規程第１１条に規定する最終試験を行う場合は、実施日

の１４日前までに本人に通知するものとする。

（学位論文公聴会）

第１５条 論文審査委員会は、学位論文公聴会を公開で行うものとし、実施時期は原則とし

て博士論文審査前とする。
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（博士論文審査等の結果の報告）

第１６条 論文審査委員会委員長は、博士論文審査等の結果を以下の書類により、教授会に

報告する。

（１） 博士論文審査の結果の要旨（所定様式）

（２） 最終試験の結果の要旨（所定様式）

（学位授与の判定）

第１７条 教授会は、前条の報告に基づき、学位授与の可否について、審議し、議決する。

Ⅱ 人間環境医工学専攻：生命情報システム学コース

（研究の進捗状況の確認）

第１８条 生命情報システム学コースの学生は、指導教員グループによる研究の進捗状況の

確認を受けなければならない。

２ 前項の実施時期及び実施方法は、指導教員グループが定めるものとする。

（学位審査の申請資格等）

第１９条 学位論文の提出は、所定の提出日において、大学院学則第３９条に定める修了要

件を、当該提出日に対応する修了日までに、具備できる見込みのある者でなければならな

い。

（学位論文の題目）

第２０条 学位論文を提出しようとするときは、あらかじめその論文の題目及び研究内容に

ついて指導教員グループの承認を受けなければならない。

２ 学位論文の題目は、所定様式により論文提出の少なくとも２ヶ月前に教育部長に届け出

なければならない。

３ 題目届け出後題目に変更が生じた場合は、指導教員グループの承認を受け、すみやかに

届け出なければならない。

（学位論文の審査申請）

第２１条 申請者は、指導教員グループの承認を得た上、学位論文審査願に次の書類を添え

て、教育部長に提出する。

（１）学位論文（和文又は英文）（Ａ４判、製本済） ２部

このほか審査に必要な部数

（２）論文目録（所定様式） ３部

（３）論文内容の要旨（所定様式） ３部

（４）履歴書（所定様式） １部

（５）学位論文公表承諾書（所定様式） 又は

学位論文限定公表申請書（所定様式） ３部

（６）研究共同者の同意承諾書（所定様式） ３部

（７）研究共同者の委任状 ３部

２ 学位論文審査願等の提出期限は、次のとおりとする。

（１）３月修了の場合 １２月第２金曜日

（２）９月修了の場合 ６月第２金曜日

上記以外の修了者は、生命情報システム学コースが指定する日

３ 教育部長は、学位論文審査願を受け付けたときは、その旨を分野代表に通知する。
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（課程博士論文審査委員会委員の選出）

第２２条 教育部長は、受理した学位論文の審査を教授会に付託する。教授会は、申請者ご

とに課程博士論文審査委員会を設けて審査する。

２ 分野代表は、前条第３項の通知に基づき、課程博士論文審査委員会の委員候補者（以下

「課程博士論文審査委員候補者」という。）として、次に掲げる博士担当教員６人以上を選

出する。

（１）主指導教員

（２）前号を除く指導教員グループの教員

（３）指導教員グループ以外の教員

なお、必要があるときは、第２号及び第３号の博士担当教員に代えて博士準担当教員を

当該課程博士論文審査委員候補者全員の半数以内で含むことができる。

３ 前項の規定にかかわらず、学位論文の審査のため必要があるときは、課程博士論文審査

委員候補者に１人を限度として、他の大学院又は研究所等の教員等を含むことができる。

４ 分野代表は、課程博士論文審査委員候補者を医学工学融合領域委員会に報告する。

５ 医学工学融合領域委員会は、前項の報告に基づいて審議し、その結果を教授会に提案す

る。

６ 教授会は、前項の提案に基づき、課程博士論文審査委員を決定する。この場合において、

課程博士論文審査委員候補者の中に他の大学院等の教員等を含むときは、その教員等の資

格を教授会が判定するものとする。

（審査委員会主査）

第２３条 教育部長は、教授会の議を経て、課程博士論文審査委員のうちから主査を指名す

る。この場合において、主査には、博士担当教員をもって充てるものとする。

（学位論文公聴会）

第２４条 課程博士論文審査委員会は、提出された学位論文について学位論文公聴会を開催

するものとし、主査がその司会者となる。

２ 申請者は、学位論文公聴会で論文の発表を行うものとする。

３ 課程博士論文審査委員会は、学位論文公聴会の開催日程等を申請者に通知するとともに、

原則として開催日の１週間前までに全専攻及び関係者に掲示又は書面をもって開催を公示

するものとする。

４ 学位論文公聴会の結果は、学位論文の審査に反映させるものとする。

（学位論文の審査及び最終試験）

第２５条 課程博士論文審査委員会は、学位論文の審査及び最終試験を行う。

２ 学位論文の成績は、合格又は不合格の評語をもって表す。

３ 最終試験では、博士にふさわしい識見を確認する。

４ 最終試験の成績は、合格又は不合格の評語をもって表す。

（学位論文審査及び最終試験の結果の報告）

第２６条 学位論文の審査及び最終試験が終了したときは、課程博士論文審査委員会主査は、

次の事項を教授会に報告する。

（１）学位論文の要旨及び課程博士論文審査委員会委員名（所定様式）

（２）学位論文の審査及び最終試験の結果の要旨（所定様式）

（審査期間）

第２７条 課程修了による博士の学位論文の審査は、当該学生の在学する期間内に終了する

ものとする。
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（学位授与の判定）

第２８条 教授会は、第２６条の報告に基づき、学位授与の可否について、審議し、議決す

る。

Ⅲ 人間環境医工学専攻：生体環境学コース

（研究の進捗状況の確認）

第２９条 生体環境学コースの学生は、研究の進捗状況の確認を受けなければならない。

２ 前項の実施時期及び実施方法は、医学工学融合領域生体環境学委員会（以下「生体環境

学委員会」という。）が定めるものとする。

（学位審査の申請資格等）

第３０条 学位審査の申請は、所定の提出日において、大学院学則第３９条に定める修了要

件を、当該提出日に対応する修了日までに、具備できる見込みのある者でなければならな

い。

（申請資格の審査）

第３１条 生体環境学委員会において、次の各号に掲げる事項を審査する。

（１）在学年数

（２）単位修得状況

（３）その他

（学位論文）

第３２条 学位論文は、原則として、単著とする。ただし、次の各号の条件を満たすもので

あれば、共著の場合であっても差し支えない。

（１）学位論文の提出者が筆頭の著者であること。

（２）他の共著者から当該論文を学位論文として使用しても差し支えない旨の確約が得られ

ていること。

（３）他の共著者から当該論文を学位論文として学位授与の申請に使用しない旨の確約が得

られていること。

（４）学位論文の提出者が、その研究において、自ら担当した部分をまとめた和文による論

文形式によって書かれた報告書を作成して、研究及び学位論文作成において中心的な役

割を果たしたことを明確にすること。

２ 学位論文は、次の各号のいずれかとする。ただし、第２号の場合においては当該雑誌掲

載受理証明書を添付すれば、投稿論文の原稿をもって代えることができる。

（１）未印刷公表の論文原稿

（２）レフリー制の学術雑誌に掲載された論文別刷り

（学位論文等の提出）

第３３条 学位論文の審査を願い出る者は、次の各号に掲げる書類を指導教員の承認を得て、

教育部長に提出するものとする。

（１）申請資格審査願（所定様式） １部

（２）履歴書（所定様式） １部

（３）在学証明書 １部

（４）成績証明書 １部

（５）博士論文審査願（所定様式） １部

（６）博士論文 ４部

（７）論文目録（所定様式） ５部

（８）論文内容要旨（所定様式） ５部
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（９）主指導教員の推薦書 １部

（10）参考論文がある場合は当該論文 ４部

（11）学位論文公表承諾書（所定様式） 又は

学位論文限定公表申請書（所定様式） １部

（12）学位論文が共著論文である場合は当該承諾書（所定様式） １部

（13）学位論文が共著論文である場合は自己の担当部分についての報告書 ５部

２ 学位論文等の提出期限は、次の各号のいずれかとする。

（１）３月修了の場合 １１月末日

（２）９月修了の場合 ５月末日

（３）上記以外の修了の場合 随時

３ 教育部長は、学位論文等を受け付けたときは、その旨を医学工学融合領域生体環境学委

員会委員長（以下「生体環境学委員会委員長」という。）に通知する。

（論文審査委員会の設置及び論文審査委員の選出）

第３４条 教育部長は、受理した学位論文の審査を教授会に付託する。教授会は、申請者ご

とに論文審査委員会を設けて審査する。

２ 生体環境学委員会委員長は、前条第３項の通知に基づき、論文審査委員会の委員候補者

として、指導教員以外の医学工学総合教育部博士課程の専任教員を３人選出する。

ただし、学位論文の審査のため必要があるときは、委員候補者に１人を限度として、他

の研究科、他の大学院又は研究所等の教員等を含むことができる。

３ 生体環境学委員会委員長は、委員候補者を医学工学融合領域委員会に報告する。

４ 医学工学融合領域委員会は、前項の報告に基づいて審議し、その結果を教授会に提案す

る。

５ 教授会は、前項の提案に基づき、論文審査委員を決定する。この場合において、論文審

査委員の中に他の研究科等の教員等を含むときは、その教員等の資格を教授会が判定する

ものとする。

（論文審査委員会委員長）

第３５条 教育部長は、教授会の議を経て、論文審査委員のうちから委員長を指名する。こ

の場合において、委員長には、医学工学総合教育部博士課程の専任教授をもって充てるも

のとする。

（最終試験の通知）

第３６条 論文審査委員会は、学位規程第１１条に規定する最終試験を行う場合は、実施日

の１４日前までに本人に通知するものとする。

（学位論文公聴会）

第３７条 論文審査委員会は、学位論文公聴会を公開で行うものとし、実施時期は原則とし

て博士論文審査前とする。

（博士論文審査等の結果の報告）

第３８条 論文審査委員会委員長は、博士論文審査等の結果を以下の書類により、教授会に

報告する。

（１）博士論文審査の結果の要旨（所定様式）

（２）最終試験の結果の要旨（所定様式）

（学位授与の判定）

第３９条 教授会は前条の報告に基づき、学位授与の可否について、審議し、議決する。
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（学位論文の公表）

第４０条 学位規程第２１条の規定に基づく博士論文の公表は、博士の学位を授与された日

から1年以内に、当該博士の学位の授与に係る論文の全文を公表するものとし、公表にあた

っては、インターネットにより行うことを原則とする。

ただし、やむを得ない事由がある場合には、学長の承認を受けて、当該博士の学位の授

与に係る論文の全文に代えてその内容を要約したものを公表することができる。

３ 課程修了によらない学位

第４１条 削除

第４２条 削除

第４３条 削除

第４４条 削除

第４５条 削除

第４６条 削除

第４７条 削除

第４８条 削除

第４９条 削除

第５０条 削除

第５１条 削除

第５２条 削除

第５３条 削除

第５４条 削除

第５５条 削除

Ⅱ 人間環境医工学専攻：生命情報システム学コース

（学位論文審査の申請）

第５６条 申請者は、本学の博士担当教員の紹介により、学位論文審査申請書に次の書類を

添えて教育部長に提出する。（紹介した教員を「紹介教員」という。）

（１）論文（和文又は英文）（Ａ４判、製本済） ２部

このほか審査に必要な部数

（２）論文目録（所定様式） ３部

（３）論文内容の要旨（所定様式） ３部

（４）履歴書（所定様式） １部

（５）学位論文公表承諾書（所定様式） 又は

学位論文限定公表申請書（所定様式） ３部

（６）研究共同者の同意承諾書（所定様式） ３部

（７）研究共同者の委任状 ３部

（８）学位論文審査手数料

２ 学位論文審査申請書等の提出時期は６月、９月及び１２月とする。

３ 教育部長は、学位論文審査申請書を受け付けたときは、その旨を分野代表に通知する。

（論文博士論文審査委員会委員の選出）

第５７条 教育部長は、受理した学位論文の審査を教授会に付託する。教授会は、申請者ご

とに論文博士論文審査委員会を設けて審査する。

２ 分野代表は、前条の通知に基づき、論文博士論文審査委員会の委員候補者（以下「論文

博士論文審査委員候補者」という。）として、博士担当教員５人以上を選出する。ただし、
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必要があるときは、博士担当教員に代えて博士準担当教員を当該論文博士論文審査委員候

補者全員の半数以内で含むことができる。

３ 前項の規定にかかわらず、学位論文の審査のため必要があるときは、論文博士論文審査

委員候補者に１人を限度として、他の大学院又は研究所等の教員等を含むことができる。

４ 分野代表は、論文博士論文審査委員候補者を医学工学融合領域委員会に報告する。

５ 医学工学融合領域委員会は、前項の報告に基づいて審議し、その結果を教授会に提案す

る。

６ 教授会は、前項の提案に基づき、論文博士論文審査委員を決定する。この場合において、

論文博士論文審査委員候補者の中に他の大学院等の教員等を含むときは、その教員等の資

格を判定するものとする。

（審査委員会主査）

第５８条 第２３条の規定を準用する。

（学位論文公聴会）

第５９条 第２４条の規定を準用する。

（学力等の確認及び評価）

第６０条 論文博士論文審査委員会は、学位論文の審査を終えた後、課程修了における所定

の単位を修得した者と同等以上の学力、及び博士にふさわしい識見を確認するための試験

を行うものとする。

２ 学位論文の成績は、合格又は不合格の評語をもって表す。

３ 第１項に規定する学力及び識見の評価は、合格又は不合格の評語をもって表す。

（学力確認の特例）

第６１条 学位規程第１３条に定める学力の確認を免除する期間は，退学後３年以内とする。

（学位論文の審査及び学力等の評価の報告）

第６２条 学位論文の審査及び学力等の確認が終了したときは、論文博士論文審査委員会主

査は、次の事項を教授会に報告する。

（１）学位論文の要旨及び論文博士論文審査委員会委員名（所定様式）

（２）学位論文の審査及び学力等の評価の要旨（所定様式）

（審査期間）

第６３条 課程修了によらない博士の学位論文の審査は、学位論文審査申請書を受理した日

から１年以内に終了するものとする。

（学位授与の判定）

第６４条 教授会は、第６２条の報告に基づき、学位授与の可否について、審議し、議決す

る。

Ⅲ 人間環境医工学専攻：生体環境学コース

（論文提出による学位の申請資格等）

第６５条 学位規程第３条第５項の規定により学位の授与を申請することのできる者は、博

士課程の入学資格の有無にかかわらず、次の各号の一に該当する研究歴を有し、かつ、外

国語に関する学力を確認するために行う外国語試問に合格した者とする。

（１）大学の医学部又は歯学部を卒業した者で、基礎医学においては５年以上、臨床医学に

おいては６年以上の研究歴を有する者
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（２）大学の医学部又は歯学部以外の学部（短期大学を除く。）を卒業した者で、基礎医学に

おいては７年以上、臨床医学においては８年以上の研究歴を有する者

（３）生体環境学委員会が前２号と同等以上と認めた者

２ 前項に規定する研究歴とは、次に掲げるものとする。

（１） 大学の専任職員として医学とかかわりの深い研究に従事した期間

（２） 大学院の医学とかかわりの深い研究科等に在学した期間

（３） 大学院の研究生として医学とかかわりの深い研究に従事した期間

（４） 権威ある研究施設において、専任職員として研究に従事した期間

３ 前２項により研究歴を算定する場合は、本学における研究歴を２年以上必要とする。

（申請資格の審査）

第６６条 医学系委員会において、次の各号に掲げる事項を審査する。

（１） 研究歴

（２） 外国語試問合格の有無

（３） その他

（外国語試問）

第６７条 外国語に関する学力の確認のために行う外国語試問の日時、場所その他必要な事

項については、生体環境学委員会の議を経て、生体環境学委員会委員長が定めるものとす

る。

２ 生体環境学委員会委員長は、前項により試問の日時、場所その他必要な事項について定

めたときは、試問実施日の１月前に公示し、当該実施日まで公示するものとする。

第６８条 外国語試問を受けようとする者は、外国語試問受験願（所定様式）を医学部学務

課に提出するものとする。この場合において、指導教員の指導又は博士論文を紹介する教

員の推薦がある者については、当該教員の承諾を得た上で提出するものとする。

第６９条 外国語試問合格者には、外国語試問合格証明書（所定様式）を交付する。

（退学者の取扱い）

第７０条 博士課程人間環境医工学専攻に３年以上在学し、所定の単位を修得して退学した

者が、再入学しないで論文提出による学位の審査を願い出たときは、学位規程第３条第５

項の規定により学位の授与を申請したものとして取り扱う。

（外国語試問の免除）

第７１条 前条の願出が退学後３年以内である場合に限り、外国語試問を免除することがで

きる。

（学位論文）

第７２条 第３３条の規定を準用する。

（学位論文等の提出）

第７３条 学位論文の審査を願い出る者は、次の各号に掲げる書類を指導教員又は博士論文

を紹介する教員の承認を得て、教育部長に提出するものとする。

（１）申請資格審査願（所定様式） １部

（２）履歴書（所定様式） １部

（３）最終学歴の卒業（修了）証明書 １部

（４）研究歴証明書（所定様式） １部

（５）外国語試問合格証明書（所定様式） １部

（６）学位申請書（所定様式） １部

（７）博士論文 ４部

（８）論文目録（所定様式） ５部

（９）論文内容要旨（所定様式） ５部
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（10）主指導教員の推薦書 １部

（11）参考論文がある場合は当該論文 ４部

（12）学位論文公表承諾書（所定様式） 又は

学位論文限定公表申請書（所定様式） １部

（13）学位論文が共著論文である場合は当該承諾書（所定様式） １部

（14）学位論文が共著論文である場合は自己の担当部分についての報告書 ５部

（15）学位論文審査手数料

２ 学位論文等の提出の受付は随時とする。

３ 教育部長は、学位論文等を受け付けたときは、その旨を生体環境学委員会委員長に通知

する。

（論文審査委員会の設置及び論文審査委員の選出）

第７４条 教育部長は、受理した学位論文の審査を教授会に付託する。教授会は、申請者ご

とに論文審査委員会を設けて審査する。

２ 生体環境学委員会委員長は、前条第３項の通知に基づき、論文審査委員会の委員候補者

として、指導教員若しくは博士論文を紹介した教員以外の医学工学総合教育部博士課程の

専任教員を３人選出する。

ただし、学位論文の審査のため必要があるときは、委員候補者に１人を限度として、他

の研究科、他の大学院又は研究所等の教員等を含むことができる。

３ 生体環境学委員会委員長は、委員候補者を医学工学融合領域委員会に報告する。

４ 医学工学融合領域委員会は、前項の報告に基づいて審議し、その結果を教授会に提案す

る。

５ 教授会は、前項の提案に基づき、論文審査委員を決定する。この場合において、論文審

査委員の中に他の研究科等の教員等を含むときは、その教員等の資格を教授会が判定する

ものとする。

（論文審査委員会委員長）

第７５条 第３５条の規定を準用する。

（学力の確認の通知）

第７６条 論文審査委員会は、学位規程第１２条に規定する学力の確認を行う場合は、実施

日の１４日前までに本人に通知するものとする。

（学位論文公聴会）

第７７条 第３７条の規定を準用する。

（博士論文審査等の結果の報告）

第７８条 論文審査委員会委員長は、博士論文審査等の結果を以下の書類により、教授会に

報告する。

（１） 博士論文審査の結果の要旨（所定様式）

（２） 専攻分野に関する学力の確認の結果の要旨（所定様式）

（学位授与の判定）

第７９条 教授会は、前条の報告に基づき、学位授与の可否について、審議し、議決する。

（博士論文の公表）

第８０条 第４０条の規定を準用する。



- 80 -

４ その他

（その他の事項）

第８１条 その他必要な事項は、医学工学融合領域委員会の議を経て、教育部長が定める。

附 則

１ この要項は、平成１６年４月１日から施行する。

２ 医学工学総合教育部博士課程医学工学融合領域学位論文審査要項(平成１５年４月１日

制定)は、廃止する。

３ 平成１６年３月３１日に在学する者については、なお従前の医学工学総合教育部博士課

程医学工学融合領域学位論文審査要項による。

附 則

この要項は、平成２２年４月１日から施行する。

附 則

この要項は、平成２３年４月１日から施行する。

附 則

この要項は、平成２５年４月１日から施行する。

附 則

１ この要項は、平成２５年６月１９日から施行し、平成２５年４月１日から適用する。

２ 前項の規定にかかわらず、平成１９年度から平成２１年度に人間環境医工学専攻生命情

報システム学コースに入学した者については、第２１条を除き、なお従前の医学工学総合

教育部博士課程医学工学融合領域学位論文審査要項による。
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１１ 医学工学融合領域人間環境医工学専攻 

生命情報システム学コース学位論文執筆要項 

 
山梨大学学位規程第５条及び第６条の規定に基づき，学位の申請をしようとする者は、本

学の関係諸規程に定めるもののほか，この執筆要項により所定の手続を行なうものとする。 

 

○ 課程修了による博士の学位 

 

１ 学位論文の審査申請書類等の種類及び提出部数 

（１）学位論文審査願（様式１）              １部 

（２）学位論文（和文又は英文）（Ａ４判、製本済）      ２部 

                このほかに必要な提出部数は主指導教員の指示による。 

（３）論文目録（様式２）                 ３部 

（４）論文内容の要旨 

   和文（様式３）及び英文（様式４）         各３部 

（５）履歴書（様式５）                  １部 

（６）学位論文公表承諾書（様式１１） 又は 

学位論文限定公表申請書（様式１２）          ３部 

（７）研究共同者の同意承諾書（様式６）          ３部（うち写し２部） 

（８）研究共同者の委任状（様式１３）           ３部（うち写し２部） 

 

２ 提出期限 

   ３月修了の場合 １２月第２金曜日 

   ９月修了の場合  ６月第２金曜日 

   上記以外の修了者は、生命情報システム学コースが指定する日 

 

３ 留意事項 

（１）論文題目が英文の場合は、題目の下に和文を（ ）を付して併記すること。 

（２）捺印箇所は各書類とも必要部数に同一の印鑑で直接朱肉を用いて捺印すること。ただ

し、外国人で印鑑を所有していない者は署名でもよい。 

（３）提出する書類が２部以上となるものは複写により作成してもよいが、長期保存に耐え

得るものとする。 
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４ 学位論文審査願（課程修了による博士論文用） 

  学位論文審査願は、様式１によって作成すること。 
 

様式１の記入例          （Ａ４判縦長） 

学位論文審査願 

 

                                                   平成  年  月  日 

医学工学総合教育部長  殿 

 

 

大学院医学工学総合教育部        専攻 

学籍番号 

申 請 者   山梨 太郎   ㊞ 

 

 

論文題目 

 

    本学学位規程第５条の規定に基づき、論文審査に必要な書類を提出しますので、 

審査をお願いします。 

 

                                     主指導教員           ㊞ 

（注） 審査願末尾に主指導教員の署名捺印を受けること。 

 

５ 学位論文 

（１）審査用学位論文 

① 審査用学位論文の作成に当たっては、事前に指導教員グループの教員の十分な指導

を受けることが必要である。 

② 論文は原則としてワードプロセッサを用いて作成する。Ａ４判の長期保存に耐える

用紙を用い、縦長横書きとし、１ページあたり全角文字で４０字×４５行を目安とす

る。 

③ 目次をつけページを記入する。各ページの下部中央にページ番号を｢-○○-｣のよう

に入れる。 

④ 論文は製本（糊付け又は，それに相当する方法）する。 

⑤ 製本した論文の表紙には、論文題目、修了年月及び氏名を記入する。背表紙には、

論文題目及び氏名を記入する。職名、身分等は記入しない。 

⑥ 論文の扉には、論文題目、山梨大学大学院医学工学総合教育部博士課程学位論文、

修了年月及び氏名を記入する。 

 

（学位論文の表紙の作成例） 

（背）         （表  紙）         （学位論文の扉の作成例） 

論 

文 

題 

目 

 

 

氏 

名 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

論 文 題 目  

 

 

 

○○○○年○○月 

氏  名 

 

論 文 題 目 

 

山梨大学大学院 

医学工学総合教育部 

博士課程学位論文 

 

○○○○年○○月 

氏  名 
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（２）保存用学位論文 

  ① 学位論文の審査及び最終試験終了後、保存用の学位論文を主指導教員の承認を受け

て３月修了の場合は３月１日、９月修了の場合は９月２０日（同日が休日に当たると

きはその前日）、３月、９月以外の修了者は、生命情報システム学コースが指定する日

までに電子媒体（ＣＤ）に登録し医学工学総合教育部長に提出する。 

  ② １ページ目には、審査用学位論文の扉と同様に、論文題目、山梨大学大学院医学工

学総合教育部博士課程学位論文、修了年月及び氏名を記入する。職名、身分等は記入

しない。 

  ③ ファイル名は「【課程博士学位論文】氏名・修了年月」とする。 

  ④ ＰＤＦ形式で登録する。 

 

６ 論文目録 

  学位論文の内容に直接関係しすでに公表された論文について、様式２によって作成する

こと。 

様式２の記入例                 （Ａ４判縦長） 

※  甲第    号 学 位 申 請 者 氏 名 山梨 太郎 

論文目録 

 

 １ 学位論文題目 

     ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

     （和訳○ ○ ○ ○ ○ ○） 

 

   ２ 関係論文 

○（１）論文題目 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

著者名 

○○○○年○○月  ○○学会誌 ○巻 ○号 ○頁～○頁 

（本文との関連、第何章に対応） 

 

  （２）論文題目 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

著者名 

○○○○年○○月  雑誌等 ○巻 ○号 ○頁～○頁 

（掲載決定） 

（本文との関連、第何章に対応） 

 

  （３）・・・・・ 

学位申請者 

                            山梨 太郎  ㊞  

（注）（１）※印の欄は記入しないこと。 

（２）学位論文題目が英文の場合は、題目の下に和文を（ ）を付して併記する。 

（３）関連論文は発表年代順に記入し、題名、氏名、発表年月日、機関誌名、巻、

号、ページ数の順に記入する。ただし、審査を受けて掲載された論文には番号

の前に○印をつけること。 

（４）掲載決定通知書のあるものは、その写しを添付し、記載することができる。 
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７ 論文内容の要旨 

  論文内容の要旨は和文要旨及び英文要旨の両者を作成する。 

 

（１）和文要旨 

① 様式３によって作成すること。 

② 原則としてワードプロセッサを用いる。字数は、３,０００字程度とする。 

 

様式３の記入例 

 

（第１項）（Ａ４判）        （第２項以下） 

 

論文内容の要旨 

論文題目 ○ ○ ○ 

氏  名 ○   ○ 

 

（要旨の書出し） 

 

 

 

 

 

 

（４０行程度） 

 

（２）英文要旨 

① 様式４によって作成すること。 

② 原則としてワードプロセッサを用いる。字数は、１,５００words 程度とする。 

 

様式４の記入例 

 

（第１項）（Ａ４判）        （第２項以下） 

 

SUMMARY OF 

DISSERTATION 

TITLE  

NAME  

 

（START） 

 

 

 

 

 

（４０行程度） 
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８ 履歴書 

  履歴書は様式５によって作成すること。 

様式５の記入例          （Ａ４判縦長） 

※  甲第     号 

履 歴 書 

ふ り が な 

氏    名 

生 年 月 日 

 

山
やま

  梨
なし

    太
た
  郎

ろう
 

昭和  年  月  日（  歳） 

男 ・ 女 

本   籍 （都道府県名） 山梨県 

現 住 所 山梨県甲府市武田四丁目３番１１号 

学  歴 

昭和○年○月○日  ○○○大学○○○学部○○学科 卒業 

平成○年○月○日  ○○大学大学院○○○専攻（専門課程） 

修士課程入学 

平成○年○月○日  同上修了 

平成○年○月○日  ○○大学大学院○○○専攻（専門課程） 

博士課程入学（現在在学中） 

 

職  歴 

平成○年○月○日  ○○○会社 入社 

平成○年○月○日  同社退職 

平成○年○月○日  ○○省○○○研究所入所     現在に至る。 

 

学会活動等 

平成○年○月○日  ○○○学会会員及び委員 

平成○年○月○日  ○○○学術調査 

平成○年○月○日  ○○○学術奨励金 

 

受賞・資格 

平成○年○月○日  受賞題目 

平成○年○月○日  技術士（○○部門） 

 

上記のとおり相違ありません。 

平成○○年○○月○○日 

                   山  梨   太  郎   ㊞ 

（注）（１）※印の欄は記入しないこと。 

（２）年月日は申請日（論文提出日）とする。 

（３）氏名は戸籍のとおり記載し，通称・雅号等は一切用いない。 

      （他の書類についても同様とする。） 

（４）外国人の生年月日は西暦で記入する。 

（５）本籍は、都道府県のみ記入する。（外国人は国籍を記入する。） 

（６）現住所は、住民票に記載されている住所（公称地名・地番）を記入する。 

（７）学歴欄は、原則として大学卒業以降について順を追って記入する。 

（８）職歴欄は、常勤の職について、その勤務先、職名を順を追って記入する。た

だし、非常勤の職であっても，特に教育・研究に関するものについては記入す

ることが望ましい。また現職については、当該職について記入した箇所に「現

在に至る。」と明記する。 

（９）学会活動等欄は、学位審査の参考になると思われる事項（学会会員、学術調

査、学術奨励金等に関するもの）について、順を追って、事項別に記入する。 
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９ 学位論文公表承諾書又は学位論文限定公表申請書 

  学位論文の全文をインターネットの利用により公表することができない、やむを得ない

事由がある場合を除き、学位論文公表承諾書（様式１１）を作成すること。 

（やむを得ない事由の例） 

   ① インターネットの利用による公表ができない内容を含む場合 

    １）立体形状による表現を含む場合 

    ２）著作権や個人情報に係る制約がある場合 

   ② インターネットの利用による公表により明らかな不利益が発生する場合 

    １）出版刊行されている、もしくは予定されている場合 

    ２）学術ジャーナルへ掲載されている、もしくは予定されている場合 

    ３）特許の申請がある、もしくは予定されている場合 

 

（１）学位論文公表承諾書 

  様式１１によって作成すること。 
 

様式１１の記入例        （Ａ４判縦長） 

学位論文公表承諾書 

 

平成  年  月  日 

 

  学   長  殿 

 

 

大学院医学工学総合教育部     専攻 

学籍番号 

申 請 者    山梨 太郎  ㊞ 

 

 論文題目 

 

  上記の学位論文の全文をインターネットの利用により公表することを承諾します。 

 

                      主指導教員           ㊞ 

（注）承諾書末尾に主指導教員の署名捺印を受けること。 
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（２）学位論文限定公表申請書 

  学位論文の全文をインターネットの利用により公表することができない、やむを得ない

事由がある場合のみ、様式１２によって作成すること。 
 

様式１２の記入例       （Ａ４判縦長） 

学位論文限定公表申請書 

 

平成  年  月  日 

 

  学   長  殿 

 

 

大学院医学工学総合教育部     専攻 

学籍番号 

申 請 者    山梨 太郎  ㊞ 

 

 論文題目 

 

  上記の学位論文の全文について、以下の事由により、インターネットの利用によ 

 る公表が困難なため、要約の公表に代えさせてくださるようお願いします。 

  なお、以下の事由が解消した場合は、全文をインターネットの利用により公表す 

ることを承諾します。 

 また、以下の事由が解消しない場合においても、学位授与決定後○○年が経過し 

た場合は、全文をインターネットの利用により公表することを承諾します。 

 

 事由 

 

 

                      主指導教員           ㊞ 

（注）申請書末尾に主指導教員の署名捺印を受けること。 
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１０ 研究共同者の同意承諾書 

   研究共同者の同意承諾書は、論文目録に記した関連論文の共著者が当該論文を申請者の

学位論文の内容とすることを承諾し、併せて共著者本人の学位論文の内容とはしないこと

を誓約するための書類である。下記様式６によって作成すること。 
 

様式６の記入例                （Ａ４判縦長） 

研究共同者の同意承諾書 

 

 山梨太郎氏提出の学位論文に関して、私と共著（共同研究）の下記論文については、

山梨太郎氏の学位論文の内容とすることを承諾し、私の学位論文としないことを誓約

いたします。 

 

記 

 

１  「論文題目」……著者名……雑誌   巻  号（年月） 

２ 「論文題目」……著者名……雑誌   巻  号（年月） 

３ 「論文題目」……著者名……雑誌   巻  号（年月） 

４ 「論文題目」……著者名……雑誌   巻  号（年月） 

 

平成○○年○○月○○日 

 

共著者（研究共同者） 

氏名             ㊞ 

（注）（１）各共著者は、３部（うち写し２部）の同意承諾書を提出すること。なお、共

著者のうち、学位（博士）を有する者については、提出の必要はない。 

（２）年月日は申請日（論文提出日）以前でなければならない。 

（３）共著者（研究共同者）が外国に在住しているときは、あらかじめ同意承諾書

を取り寄せておくこと。 

（４）指導教員は提出の必要はない。 

 

１１ 研究共同者の委任状 

  研究共同者の委任状は、学位論文が共著（共同研究）の場合、インターネットの利用に

よる公表に係る判断を申請者に委任するための書類である。下記様式１３によって作成す

ること。 
 

様式１３の記入例       （Ａ４判縦長） 

研究共同者の委任状 

 

  私と共著（共同研究）である山梨太郎氏提出の下記学位論文について、イン 

ターネットの利用による公表に係る判断を山梨太郎氏に委任します。 

 

記 

 

 論文題目 

 

    平成○○年○○月○○日 

 

共著者（研究共同者） 

氏名             ㊞ 

（注）（１）各共著者は、３部（うち写し２部）の委任状を提出すること。 
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（２）年月日は申請日（論文提出日）以前でなければならない。 

（３）共著者（研究共同者）が外国に在住しているときは、あらかじめ委任状を取

り寄せておくこと。 

 

１２ 学位論文の公表について 

（１）博士の学位を授与された者は、当該博士の学位を授与された日から１年以内に、当該

博士の学位の授与に係る論文の全文を公表するものとする。ここで、公表とは、当該博

士の学位の授与に係る論文全文をインターネットの利用により、閲覧に供することがで

きるようにすることである。 

（２）前記にかかわらず、医学工学総合教育部教授会（以下「教授会」という。）がやむを得

ないと認めたときは、当該博士の学位の授与に係る論文の全文に代えてその内容を要約

したものを公表することができる。この場合において、教授会は請求があったときはそ

の論文の全文を閲覧に供するものとする。 

 

○ 課程修了によらない博士の学位 

 

１ 学位論文の審査申請書類等の種類及び提出部数 

（１）学位論文審査申請書（様式７）            １部 

（２）論文（和文又は英文）（Ａ４判、製本済）       ２部 

このほかに必要な提出部数は紹介教員の指示による。 

（３）論文目録（様式２）                 ３部 

（４）論文内容の要旨 

  和文（様式３）及び英文（様式４）         各３部 

（５）履歴書（様式８）                  １部 

（６）学位論文公表承諾書（様式１４） 又は 

学位論文限定公表申請書（様式１５）         ３部 

（７）研究共同者の同意承諾書（様式６）          ３部（うち写し２部） 

（８）研究共同者の委任状（様式１３）           ３部（うち写し２部） 

 

２ 提出期限 

  提出時期は６月、９月及び１２月とする。 

 

３ 学位論文審査手数料 

  学位論文審査手数料 ５７，０００円 

  （学位論文審査手数料の改定が行われた場合には、改定時から新学位論文審査手数料が

適用される。） 

 

４ 提出方法 

（１）論文提出に際しては、予め本医学工学総合教育部博士担当教員の承認（紹介した博士

担当教員を「紹介教員」という。）を得ておくこと。 

（２）工学部事務部（電話（０５５）２２０－８７３０）に直接持参し、提出すること。 

（３）受付時間は、午前９時から１１時３０分まで、及び午後１時から４時までとする。 

（４）論文審査手数料の納入場所 

   論文審査手数料は、論文受付担当者の指示を受けて納入する。 

 

５ 留意事項 

（１）論文題目が英文の場合は、題目の下に和文を（ ）を付して併記する。 

（２）捺印箇所は各書類とも必要部数に同一の印鑑で直接朱肉を用いて捺印すること。ただ

し、外国人で印鑑を所有していない者は署名でもよい。 

（３）提出する書類が２部以上となるものは複写により作成してもよいが、長期保存に耐え

得るものとする。 



 

- 90 - 

 

６ 学位論文審査申請書 

  学位論文審査申請書は、様式７によって作成すること。 
 

様式７の記入例        （Ａ４判縦長） 

学位論文審査申請書 

 

                          平成  年  月  日 

 

山梨大学大学院 

医学工学総合教育部長  殿 

 

申 請 者 

住 所 

氏 名   甲府 一郎  ㊞ 

 

論文題目 

                               

   山梨大学学位規程第６条の規定により、論文審査に必要な書類を提出します 

ので、審査をお願いします。 

 

                   紹介教員名           ㊞ 

（注）審査申請書末尾に紹介教員の署名捺印を受けること。 

 

７ 学位論文 

（１）審査用学位論文 

① 論文は原則としてワードプロセッサを用いて作成する。Ａ４判の長期保存に耐える

用紙を用い、縦長横書きとし、１ページ当たり全角文字で４０字×４５行を目安とす

る。 

② 目次をつけページを記入する。各ページの下部中央にページ番号を｢-○○-｣のよう

に入れる。 

③ 論文は製本（糊付又は、それに相当する方法）する。 

④ 製本した論文の表紙には、論文題目、修了年月及び氏名を記入する。背表紙には、

論文題目及び氏名を記入する。職名、身分等は記入しない。 

⑤ 論文の扉には、論文題目、山梨大学大学院医学工学総合教育部論文博士学位論文、

修了年月及び氏名を記入する。 

 

（学位論文の表紙の作成例） 

（背）         （表  紙）        （学位論文の扉の作成例） 

論 

文 

題 

目 

 

 

氏 

名 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

論 文 題 目 

 

 

 

 

○○○○年○○月 

氏  名 

 

論 文 題 目 

 

山梨大学大学院 

医学工学総合教育部 

論文博士学位論文 

 

○○○○年○○月 

氏  名 
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（２）保存用学位論文 

  ① 学位論文の審査及び最終試験終了後、保存用の学位論文を紹介教員の承認を受けて

審査用学位論文の提出が６月の場合は９月、９月の場合は１２月、１２月の場合は翌

年３月までに電子媒体（ＣＤ）に登録し医学工学総合教育部長に提出する。 

  ② １ページ目には、審査用学位論文の扉と同様に、論文題目、山梨大学大学院医学工

学総合教育部論文博士学位論文、修了年月及び氏名を記入する。職名、身分等は記入

しない。 

  ③ ファイル名は「【論文博士学位論文】氏名・修了年月」とする。 

  ④ ＰＤＦ形式で登録する。 

 

８ 論文目録                          

学位論文の内容に直接関係しすでに公表された論文について、様式２によって作成する

こと。 

様式２の記入例            （Ａ４判縦長） 

※   乙第   号 学 位 申 請 者 氏 名 甲府 一郎 

論文目録 

 

 １ 学位論文題目 

     ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

     （和訳○ ○ ○ ○ ○ ○） 

 

 ２ 関係論文 

○（１）論文題目 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

著者名 

○○○○年○○月  ○○学会誌 ○巻 ○号 ○頁～○頁 

（本文との関連、第何章に対応） 

 

  （２）論文題目 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

著者名 

○○○○年○○月  雑誌等 ○巻 ○号 ○頁～○頁 

（本文との関連、第何章に対応） 

 

  （３）・・・・・ 

学位申請者 

                            甲府 一郎  ㊞            

（注）（１）※印の欄は記入しないこと。 

（２）学位論文題目が英文の場合は、題目の下に和文を（ ）を付して併記する 

（３）関連論文は発表年代順に記入し、題名、氏名、発表年月日、機関誌名、巻、

号、ページ数の順に記入する。ただし、審査を受けて掲載された論文には番号

の前に○印をつけること。 

（４）掲載決定通知書のあるものは、その写しを添付し、記載することができる。 
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９ 論文内容の要旨 

  論文内容の要旨は和文要旨及び英文要旨の両者を作成する。 

  

（１）和文要旨 

① 様式３によって作成すること。 

② 原則としてワードプロセッサを用いる。字数は、３,０００字程度とする。 

 

様式３の記入例 

 

（第１項）（Ａ４判）        （第２項以下） 

 

論文内容の要旨 

論文題目 ○ ○ ○ 

氏  名 ○   ○ 

 

（要旨の書出し） 

 

（４０行程度） 

 

（２）英文要旨 

① 様式４によって作成すること。 

② 原則としてワードプロセッサを用いる。字数は、１,５００words 程度とする。 

 

様式４の記入例 

 

（第１項）（Ａ４判）        （第２項以下） 

 

SUMMARY  OF 

DISSERTATION 

TITLE  

NAME  

 

 

（START） 

 

（４０行程度） 
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１０ 履歴書 

  履歴書は様式８によって作成すること。 

                   様式８の記入例          （Ａ４判縦長） 

※   乙第    号 

履 歴 書 

ふ り が な 

氏    名 

生 年 月 日 

 

甲
こう

  府
ふ
   一

いち
  郎

ろう
 

昭和  年  月  日（  ）歳 

男 ・ 女 

本   籍 （都道府県名） 東京都 

現 住 所 山梨県甲府市武田四丁目３番１１号 

連 絡 先 （電話         ） 

学  歴 
昭和○年○月○日  ○○○大学○○○学部○○学科 卒業 
昭和○年○月○日  ○○大学大学院○○○専攻（専門課程） 

修士課程入学 
昭和○年○月○日  同上修了 
平成○年○月○日  ○○大学大学院○○○専攻（専門課程） 

博士課程進（入）学 
平成○年○月○日  同上単位修得のうえ退学（又は中途退学） 

 
職  歴 

昭和○年○月○日  ○○○会社 入社 
昭和○年○月○日  同社退職 
平成○年○月○日  ○○省○○○研究所入所     現在に至る。 

 
学会活動等 

昭和○年○月○日  ○○○学会会員及び委員 
平成○年○月○日  ○○○学術調査 
平成○年○月○日  ○○○学術奨励金 

 
受賞・資格 

昭和○年○月○日  受賞題目 
平成○年○月○日  技術士（○○部門） 

 
上記のとおり相違ありません。 

平成○○年○○月○○日 
                  甲  府   一  郎   ㊞ 

（注）（１）※印の欄は記入しないこと。 

（２）年月日は申請日（論文提出日）とする。 

（３）氏名は戸籍のとおり記載し、通称・雅号等は一切用いない。 

      （他の書類についても同様とする。） 

（４）外国人の生年月日は西暦で記入する。 

（５）本籍は、都道府県のみ記入する。（外国人は国籍を記入する。） 

（６）現住所は、住民票に記載されている住所（公称地名・地番）を記入し、通信

上必要がある場合は、団地名、宿舎名、番号等も記入する。 

（７）学歴欄は、原則として大学卒業以降について順を追って記入する。 

（８）職歴欄は、常勤の職について、その勤務先、職名を順を追って記入する。た

だし、非常勤の職であっても、特に教育・研究に関するものについては記入す

ることが望ましい。また現職については、当該職について記入した箇所に「現

在に至る。」と明記する。 

（９）学会活動等欄は、学位審査の参考になると思われる事項（学会会員、学術調

査、学術奨励金等に関するもの）について、順を追って、事項別に記入する。 
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１１ 学位論文公表承諾書又は学位論文限定公表申請書 

  学位論文の全文をインターネットの利用により公表することができない、やむを得ない

事由がある場合を除き、学位論文公表承諾書（様式１４）を作成すること。 

（やむを得ない事由の例） 

   ① インターネットの利用による公表ができない内容を含む場合 

    １）立体形状による表現を含む場合 

    ２）著作権や個人情報に係る制約がある場合 

   ② インターネットの利用による公表により明らかな不利益が発生する場合 

    １）出版刊行されている、もしくは予定されている場合 

    ２）学術ジャーナルへ掲載されている、もしくは予定されている場合 

    ３）特許の申請がある、もしくは予定されている場合 

 

（１）学位論文公表承諾書 

  様式１４によって作成すること。 
 

様式１４の記入例        （Ａ４判縦長） 

学位論文公表承諾書 

 

平成  年  月  日 

 

  山梨大学長  殿 

 

 

申 請 者 

住 所 

氏 名   甲府 一郎  ㊞ 

 

 論文題目 

 

  上記の学位論文の全文をインターネットの利用により公表することを承諾します。 

 

                       紹介教員           ㊞ 

（注）承諾書末尾に紹介教員の署名捺印を受けること。 
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（２）学位論文限定公表申請書 

  学位論文の全文をインターネットの利用により公表することができない、やむを得ない

事由がある場合のみ、様式１５によって作成すること。 
 

様式１５の記入例        （Ａ４判縦長） 

学位論文限定公表申請書 

 

平成  年  月  日 

 

  山梨大学長  殿 

 

 

申 請 者 

住 所 

氏 名   甲府 一郎  ㊞ 

 

 論文題目 

 

  上記の学位論文の全文について、以下の事由により、インターネットの利用によ 

 る公表が困難なため、要約の公表に代えさせてくださるようお願いします。 

  なお、以下の事由が解消した場合は、全文をインターネットの利用により公表す 

ることを承諾します。 

 また、以下の事由が解消しない場合においても、学位授与決定後○○年が経過し 

た場合は、全文をインターネットの利用により公表することを承諾します。 

 

 事由 

 

 

                       紹介教員           ㊞ 

（注）申請書末尾に紹介教員の署名捺印を受けること。 
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１２ 研究共同者の同意承諾書 

  研究共同者の同意承諾書は、論文目録に記した関連論文の共著者が当該論文を申請者の

学位論文の内容とすることを承諾し、併せて共著者本人の学位論文の内容とはしないこと

を誓約するための書類である。下記様式６によって作成すること。 
 

様式６の記入例         （Ａ４判縦長） 

研究共同者の同意承諾書 

 

 甲府一郎氏提出の学位論文に関して、私と共著（共同研究）の下記論文については、 

甲府一郎氏の学位論文の内容とすることを承諾し、私の学位論文としないことを誓約

いたします。 

記 

 

１ 「論文題目」……著者名……雑誌   巻  号（年月） 

２ 「論文題目」……著者名……雑誌   巻  号（年月） 

３ 「論文題目」……著者名……雑誌   巻  号（年月） 

４ 「論文題目」……著者名……雑誌   巻  号（年月） 

 

平成○○年○○月○○日 

 

共著者（研究共同者） 

氏名             ㊞ 

（注）（１）各共著者は、３部（うち写し２部）の同意承諾書を提出すること。なお、共

著者のうち、学位（博士）を有する者については、提出の必要はない。 

（２）年月日は申請日（論文提出日）以前でなければならない。 

（３）共著者（研究共同者）が外国に在住しているときは、あらかじめ同意承諾書

を取り寄せておくこと。 

（４）紹介教員は提出の必要はない。 

 

１３ 研究共同者の委任状 

  研究共同者の委任状は、学位論文が共著（共同研究）の場合、インターネットの利用に

よる公表に係る判断を申請者に委任するための書類である。下記様式１３によって作成す

ること。 
 

様式１３の記入例       （Ａ４判縦長） 

研究共同者の委任状 

 

  私と共著（共同研究）である甲府一郎氏提出の下記学位論文について、イン 

ターネットの利用による公表に係る判断を山梨太郎氏に委任します。 

 

記 

 

 論文題目 

 

    平成○○年○○月○○日 

 

共著者（研究共同者） 

氏名             ㊞ 

（注）（１）各共著者は、３部（うち写し２部）の委任状を提出すること。 

（２）年月日は申請日（論文提出日）以前でなければならない。 
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（３）共著者（研究共同者）が外国に在住しているときは、あらかじめ委任状を取

り寄せておくこと。 

 

１４ 学位論文の公表について 

（１）博士の学位を授与された者は、当該博士の学位を授与された日から１年以内に、当該

博士の学位の授与に係る論文の全文を公表するものとする。ここで、公表とは、当該博

士の学位の授与に係る論文全文をインターネットの利用により、閲覧に供することがで

きるようにすることである。 

（２）前記にかかわらず、医学工学総合教育部教授会（以下「教授会」という。）がやむを得

ないと認めたときは、当該博士の学位の授与に係る論文の全文に代えてその内容を要約

したものを公表することができる。この場合において、教授会は請求があったときはそ

の論文の全文を閲覧に供するものとする。 
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